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介護保険をかたる
悪質な行為・
還付金詐欺等に
ご注意

　常日ごろ見かけない訪問者には、その
場で金銭の支払いや書類への署名・押印
をせず、相手の氏名や連絡先を聞いて、
介護保険サービス事業者かどうかを、高
齢介護室で確認してください。
　また、還付金があると言ってATMの
操作を誘導する、キャッシュカードの暗
証番号を聞き出す等、不審な電話があっ
た場合は、一人で悩まず、まず家族や最
寄りの警察に相談してください。

お問い合わせ場所のご案内

東大阪市　福祉部　高齢介護室
〒577-8521　東大阪市荒本北一丁目1番1号
E-mail  koreikaigo@city.higashiosaka.lg.jp

お問い合わせ先
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介 護 認 定 課

FAX　06-4309-3814
  ☎   06-4309-3185
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  ☎   06-4309-3190
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  ☎   06-6784-7981
FAX　06-6784-7677西福祉事務所

高齢介護室

(高齢者福祉施策、老人福祉施設などの整備や助成など）

(地域包括ケアシステム推進にかかる企画調整、高齢者虐待、認知症施策に関することなど）

(介護保険料に関することなど）

(介護保険の給付および介護保険サービスの利用に関することなど）

(介護認定に関することなど）

西福祉
事務所
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大阪法務局
東大阪支部
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介護保険料

65歳以上の人の介護保険料 4

みんなで支えあう制度です
　介護保険制度は、わたしたちの住む東大阪市が運営しています。40歳以上のみな
さんが加入者（被保険者）となって保険料を納め、介護が必要となったときには、サー
ビスを利用できるしくみとなっています。
　介護サービスや介護予防などの事業の実施のために必要な費用を被保険者・国・
都道府県・市区町村が次のような割合で負担しあうことで成り立っています。

●…在宅サービス　◆…施設サービス　★…地域密着型サービス
P14～19 P20・21 P23～25

介護予防・日常生活支援総合事業 26

　介護保険は、本人や家族が抱えてきた介護の不安や負担を社会全体で支えあう
ためにつくられた制度です。
　市民のみなさんと東大阪市、サービス事業者などが一体となって、制度の更な
る充実に努め、介護する人も、介護される人も、住みなれた地域社会の中で安心
して暮らせるまちを築きましょう。

こんなサービスがあります！
●訪問介護／訪問型サービス
●訪問入浴介護
●訪問リハビリテーション
●訪問看護
●居宅療養管理指導
●通所介護／通所型サービス
●通所リハビリテーション
●短期入所生活介護
●短期入所療養介護

P14
P14
P15
P15
P15
P16
P16
P17
P17

P17
P18
P18
P19
P20
P20
P21

P23
P23
P23
P24
P24
P24
P25
P25
P25

●特定施設入居者生活介護
●福祉用具貸与
●特定福祉用具販売
●住宅改修費支給
◆介護老人福祉施設
◆介護老人保健施設
◆介護医療院

★認知症対応型共同生活介護
★地域密着型通所介護
★認知症対応型通所介護
★小規模多機能型居宅介護
★地域密着型介護老人福祉施設
★看護小規模多機能型居宅介護
★定期巡回・随時対応型訪問介護看護
★地域密着型特定施設入居者生活介護
★夜間対応型訪問介護

保険料
50%

公費
50%

国の負担金
25％

都道府県の
負担金
12.5％

市区町村の
負担金
12.5％

居宅給付費

保険料
50%

公費
50%

国の負担金
20％

都道府県の
負担金
17.5％

市区町村の
負担金
12.5％

施設等給付費

財源の半分が保険料です

介護予防・日常生活支援総合事業

包括的支援事業・
任意事業

標準給付費 地域支援事業費

※第1号保険料、第2号保
険料の割合は、第9期
（2024年～2026年）
の数値

※第1号保険料、第2号保
険料の割合は、第9期
（2024年～2026年）
の数値

うち5％程度が
調整交付金（ ）

※65歳以上の人
　（第1号被保険者）
　の保険料
　23％

※65歳以上の人
　（第1号被保険者）
　の保険料
　23％

※40歳から64歳
　までの人（第2号
　被保険者）の
　保険料
　27％

※40歳から64歳
　までの人（第2号
　被保険者）の
　保険料
　27％

※65歳以上の人
　（第1号被保険者）
　の保険料
　23％

※40歳から64歳までの人
　（第2号被保険者）の保険料
　27％

※65歳以上の人
　（第1号被保険者）
　の保険料
　23％

※40歳から64歳までの人
　（第2号被保険者）の保険料
　27％

うち5％程度が
調整交付金（ ）

国
25％

都道府県
12.5％

市町村
12.5％

※第2号保険料
27％

※第1号保険料
23％

国
38.5％

都道府県
19.25％

市町村
19.25％

※第1号保険料
23％

うち5％程度が
調整交付金（ ）

1



介護保険のしくみ

介
護
保
険
の
し
く
み

介護保険について
　介護保険制度は東大阪市が保険者となって運営します。40歳以上の人が被保険者
（加入者）として保険料を負担し、介護や支援が必要と認定されたときには、費用の
一部を支払ってサービスを利用します。

ɹհޢอݥͷอূݥ͸հޢอݥͷඃอऀݥͰ͋Δ͜ͱͷূ໌ॻͰɺ
αʔϏεΛར༻͢ΔͨΊͷ৘ใ͕͞ࡌهΕ͍ͯ·͢ɻඞͣࡌه಺༰Λ
֬ೝ͠ɺେ੾ʹอ؅͠·͠ΐ͏ɻ

介護保険の保険証（介護保険被保険者証）

介護や支援が必要となり、要
介護（要支援）認定の申請を
するとき。

要介護（要支援）認定の申請
ケアプランなどの作成依頼
を東大阪市に届け出るとき。

ケアプランなどの作成
サービスを利用す
るとき。

サービスの利用

介護保険加入者（被保険者）

東大阪市（保険者）●保険料を納めます。　
●サービスを利用するため、要介護認定の申請をします。
●サービスを利用し、利用料（サービスの利用者負担割合分）を支払います。

ɹඞཁͳαʔϏεΛ૯߹తʹར༻Ͱ͖·͢ɻ

40～64歳の医療保険加入者（第2号被保険者）
サービスを
利用できる人

特定疾病により介護や支援が必要と
認定された人
交通事故やけがなど、特定疾病以外が原因
で介護や支援が必要になった場合は、介護
保険の対象にはなりません

Ճྸͱ͕ؔ͋܎Γɺཁհޢɾཁࢧԉঢ়ଶͷݪҼͰ͋Δ৺਎ͷো֐Λੜͤ͡͞Δͱ
ೝΊΒΕΔ࣬පɻ特定疾病

⿟͕Μ

⿟ؔઅϦ΢Ϛν
⿟ےҤॖੑଆߗࡧԽ঱
⿟ޙॎᯰଳࠎԽ঱
⿟ંࠎΛ൐͏ૈࠎᱷ঱

⿟ॳ࿝ظʹ͓͚Δೝ஌঱
⿟ਐੑ্֩ੑߦຑᙺɺେ೴ൽ࣭جఈ֩
ɹมੑ঱͓ΑͼύʔΩϯιϯප
⿟੸਷খ೴มੑ঱
⿟੸பࡥڱ؅঱
⿟ૣ࿝঱
⿟ଟܥ౷Ҥॖ঱

⿟౶೘පੑਆܦো֐ɺ౶೘පੑਛ঱
ɹ͓Αͼ౶೘පੑ໢ບ঱
⿟೴݂ױ؅࣬
⿟ดੑ࠹ಈ຺ߗԽ঱
⿟ຫੑดੑ࠹ഏ࣬ױ
⿟྆ଆͷකؔઅ·ͨ͸ؔވઅʹ
ɹஶ͍͠มܗΛ൐͏มؔੑܗઅ঱

医師が一般に認められている医学的
知見にもとづき回復の見込みがない
状態に至ったと判断したものに限る（ ）
͖Μ ͍ ͠Ύ͘ ͍ͤ ͦ͘͘͜͞͏ ͔ ΐ͠͏ ͖ͤͪΎ͏͔Μ ΐ͖͏ ͘͞ ΐ͠͏

͖͍ͤͣ ΐ͠͏ ͷ͏΁Μ͍ͤ ΐ͠͏

΁Μ͍ͤ ΐ͠͏

͠Μ ͜͏͍͔ͤ͘ ΐ͡͏ ͍ͤ · ͻ ͍ͩͷ͏ ͻ ͭ͠ ͖ ͍ͯ ͔͘

ʹΜ ͪ ΐ͠͏

ͦ͏Ζ͏ ΐ͠͏

ͨ ͚͍ͱ͏ ͍ ͠Ύ͘ ΐ͠͏

·Μ͍ͤ΁͍͍ͦͤ͘͸͍͔ͬ͠Μ

ͻ͔͟Μͤͭ ͜ ͔Μͤͭ

΁͍͍ͦͤ͘Ͳ͏ΈΌ͘ ͜͏ ͔ ΐ͠͏

ͷ͏͚͔ͬΜ͔ͬ͠Μ

ͱ͏ʹΐ͏ ͼΐ͏ ͍ͤ΋͏ ·͘ ΐ͠͏

ͱ͏ʹΐ͏ ͼΐ͏ ͍ͤ͠Μ͚͍ ΐ͠͏ ͕͍ ͱ͏ʹΐ͏ ͼΐ͏ ͍ͤ͡Μ ΐ͠͏

΁Μ͚͍͍͔ͤΜͤͭ ΐ͠͏

͜͏͡Ύ͏͡Μ͍ͨ ͬ͜ ͔ ΐ͠͏

ͭ͜ ͦ ΐ͠͏ ΐ͠͏

ɹհޢอ੍ݥ౓͸ɺ
Έͳ͞Μ͕ॅΜͰ͍
Δ౦େ͕ࢢࡕӡӦ͠
͍ͯ·͢ɻ

サービス事業者
ɹར༻ऀʹ߹ͬͨ
αʔϏεΛఏͯ͠ڙ
͍͖·͢ɻ
ɹऀۀࣄͷࢦఆ͸6
೥͝ͱͷߋ৽੍Ͱ͢ɻ

●指定を受けた社会福祉法人、医療法人、民
間企業、非営利組織などがサービスを提供
します

●制度を運営します
●要介護（要支援）認定を行います
●保険証を交付します
●負担割合証を交付します
●サービスを確保・整備します

ཁհޢʢཁࢧԉʣೝఆͷਃ੥

ཁհޢʢཁࢧԉʣೝఆɺอূݥͷަ෇

հޢใुͷ
෷͍ࢧ

հޢใुͷ
੥ٻ

αʔϏεͷఏڙ

ར༻ྉʢར༻ऀෛ୲෼ʣͷࢧ෷͍

อݥྉͷೲ෇

૬ஊ
ͳͲ

ԉࢧ

࿈ܞ

ෛ୲ׂ߹ূͷަ෇65歳以上の人（第1号被保険者）
サービスを
利用できる人

介護や日常生活の支援が必要と認定
された人
どんな病気やけががもとで介護や支援が必
要になったかは問われません 地域包括

支援センター
ɹհޢ༧๷΍஍Ҭͷ૯߹త
ͳ૬ஊͷڌ఺ͱͯ͠ɺઃஔ
͞Ε͍ͯ·͢ɻ

●包括的・継続的なケア体制の構築
●介護予防ケアマネジメント
●総合的な相談・支援
●虐待防止などの権利擁護事業
●ケアマネジャーへの支援
●基本チェックリストの実施

࿈ܞ

こんなときに使います

P28・P32へ

ぎゃく たい

(                              )

(                     )

介 護 保 険 被 保 険 者 証

（－）

番　号

住　所

保険者番号
並　び　に
保険者の
名称及び印

被

　保

　険

　者

性
別

氏　名

生年月日

交付年月日 年

男・女明治・大正・昭和 年　　月　　日

月 日

フリガナ
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介 護 保 険 料

介
護
保
険
料

65歳以上の人の
介護保険料 介護保険料の基準額

　市区町村ごとに介護保険のサービスに必要な費用と65歳以上の人の数に応じて、
保険料の「基準額」が決められます。市区町村によって費用や人数が異なるため、基
準額も異なります。

基準額
（年額） ＝

×東大阪市で介護保険
給付にかかる費用

東大阪市の65歳以上の人数

65歳以上の人の
負担分（23％）

基準額をもとに、所得段階別の保険料が決められます基準額をもとに、所得段階別の保険料が決められます

1,500万円以上

210万円以上320万円未満

320万円以上400万円未満

400万円以上500万円未満

500万円以上600万円未満

600万円以上700万円未満

700万円以上800万円未満

800万円以上900万円未満

900万円以上1,000万円未満

1,000万円以上1,200万円未満

1,200万円以上1,500万円未満

120万円以上210万円未満

120万円未満

120万円超

80万9千円超120万円以下

80万9千円以下

80万9千円以下

80万9千円超

※保険料は介護保険事業計画の見直しに応じて3年ごとに設定されます。

Ͱͷॅຽථ্ͷੈଳɻͨͩ͠ɺ4݄2ࡏݱଇͱͯ͠4݄1೔ݪ
೔Ҏ߱ʹࢢ֎͔Βసೖ͞Εͨ৔߹΍೥ྸ౸ୡͰୈ1߸ඃอݥ
ऀʹͳͬͨ৔߹ɺͦͷ೥౓͸ͦΕͧΕɺసೖ೔ɾ౸ୡ೔ࡏݱ
ͷੈଳͱͳΓ·͢ɻ
ఆ͞نʹ߸ॴಘֹۚͱ͸ɺ஍ํ੫๏ୈ292৚ୈ1߲ୈ13ܭ߹
ΕΔֹۚʢ೥ۚɾڅ༩ɾෆಈ࢈ɾ഑౰౳ͷ֤ऩೖֹ͔ۚΒඞ
ཁܦඅʹ૬౰͢ΔֹۚΛ߇আֹͨۚ͠ͷ߹ֹܭʣͰɺැཆ߇
আ΍ࣾձอݥྉ߇আͳͲͷॴಘ߇আΛࠩ͠Ҿ͘લͷֹۚͰ͢ɻ
ͳ͓ɺ߹ܭॴಘֹۚ͸ॴಘ੫΍ॅຽ੫ͷ՝੫ܾఆʹ༻͍ΒΕ
Δ૯ॴಘֹۚ౳ͱ͸ҟͳΓɺ౔஍ɾݐ෺΍ࣜגͷৡ౉ॴಘͷ
৔߹͸७ଛࣦɾࡶଛࣦ౳ͷ܁ӽ߇আద༻લͷֹۚΛ͍͍·͢ɻ
ͨͩ͠ɺհޢอݥྉͷࢉग़ʹ༻͍Δ߹ܭॴಘֹۚ͸ɺ௕ظৡ
౉ॴಘ͓Αͼ୹ظৡ౉ॴಘʹ܎Δಛผ߇আֹΛ߇আֹͨ͠Ͱɺ
͞Βʹɺୈ1ஈ֊͔Βୈ5ஈ֊·Ͱͷํ͸ɺ೥ۚऩೖʹ܎Δॴ
ಘΛ߇আֹͨ͠ʢฏ੒30೥౓੫੍վਖ਼ʹ൐͏ɺڅ༩ॴಘ߇আɺ
ެత೥ۚ౳߇আͷҾ͖Լ͛ʹΑΔӨڹΛྀߟʣͱͳΓ·͢ɻ
੫๏্՝੫ର৅ͱͳΔެత೥ۚʢࠃຽ೥ۚɺްੜ೥ۚͳͲʣ
ͷऩೖΛ͍͍ɺ՝੫ର৅ͱͳΒͳ͍೥ۚʢҨ଒೥ۚɺো֐೥
ۚͳͲʣ͸ؚ·Ε·ͤΜɻ
໌࣏44೥4݄1೔Ҏલʹੜ·ΕͨਓͳͲͰɺҰఆͷॴಘ͕ͳ
͍ਓ΍ɺଞͷ೥ۚΛडڅͰ͖ͳ͍ਓʹ͞څࢧΕΔ೥ۚͰ͢ɻ

前年の
合計所得金額＋

公的年金等収入額は？

前年の
合計所得金額＋

公的年金等収入額は？

老齢福祉年金を
受給している

あなたに
市民税が課税
されている

生活保護を
受給している

前年の合計所得金額は？

スタート！

保険料率
年　額 月　額割　合

対　象　者所得段階

第2段階

第3段階

第4段階

第5段階

第6段階

第7段階

第8段階

第9段階

第10段階

第11段階

第12段階

第13段階

第14段階

第15段階

第16段階

第17段階

第18段階

3,086円

4,859円

6,171円

7,093円

8,157円

9,221円

10,639円

12,058円

14,895円

16,313円

17,022円

17,732円

18,441円

19,150円

19,859円

20,569円

21,278円

˔ੜ׆อޢΛड͍ͯ͠څΔํ� �
˔ੈଳશһ͕ࢢຽ੫ඇ՝੫Ͱɺ࿝ྸ෱ࢱ೥ۚΛड͍ͯ͠څΔํ
˔ੈଳશһ͕ࢢຽ੫ඇ՝੫Ͱɺຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯͱʮެత
೥ۚ౳ऩೖֹʯͷ߹ֹ͕ܭ೥ؒ80ສ9ઍԁҎԼͷํ

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯͱʮެత೥ۚ౳ऩೖֹʯ
ͷ߹ֹ͕ܭ೥ؒ80ສ9ઍԁΛ௒͑120ສԁҎԼͷํ

ʢୈ1ஈ֊ɺୈ2ஈ֊ʣҎ֎ͷํه্

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯͱʮެత೥ۚ౳ऩೖֹʯ
ͷ߹ֹ͕ܭ೥ؒ80ສ9ઍԁҎԼͷํ

ʢୈ4ஈ֊ʣҎ֎ͷํه্

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯ͕೥ؒ120ສԁະຬͷํ

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯ͕೥ؒ120ສԁҎ্210ສԁະຬͷํ

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯ͕೥ؒ210ສԁҎ্320ສԁະຬͷํ

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯ͕೥ؒ320ສԁҎ্400ສԁະຬͷํ

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯ͕೥ؒ400ສԁҎ্500ສԁະຬͷํ

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯ͕೥ؒ500ສԁҎ্600ສԁະຬͷํ

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯ͕೥ؒ600ສԁҎ্700ສԁະຬͷํ

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯ͕೥ؒ700ສԁҎ্800ສԁະຬͷํ

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯ͕೥ؒ800ສԁҎ্900ສԁະຬͷํ

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯ͕೥ؒ900ສԁҎ্1
000ສԁະຬͷํ

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯ͕೥ؒ1
000ສԁҎ্1
200ສԁະຬͷํ

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯ͕೥ؒ1
200ສԁҎ্1
500ສԁະຬͷํ

ຊਓͷʮ߹ܭॴಘֹۚʯ͕೥ؒ1
500ສԁҎ্ͷํ

第1段階 2,022円

37,023円

58,301円

74,046円

85,110円

97,877円

110,643円

127,665円

144,687円

178,731円

195,753円

204,264円

212,775円

221,286円

229,797円

238,308円

246,819円

255,330円

24,257円

基準額
×0.435
基準額
×0.685
基準額
×0.87
基準額
基準額
×1.15
基準額
×1.30
基準額
×1.50
基準額
×1.70
基準額
×2.10
基準額
×2.30
基準額
×2.40
基準額
×2.50
基準額
×2.60
基準額
×2.70
基準額
×2.80
基準額
×2.90
基準額
×3.00

基準額
×0.285

同じ世帯に市民税を
課税されている

人がいる

介護保険料の決まり方

本
人
が
市
民
税
非
課
税

本
人
が
市
民
税
課
税

ಉ͡ੈଳʹ
͍Δํશһ
ຽ੫ඇࢢ͕
՝੫

ಉ͡ੈଳʹ
ຽ੫՝੫ࢢ
ऀ͕͍Δ

●世帯…………………

●合計所得金額………

●公的年金等収入額… 

●老齢福祉年金………
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介 護 保 険 料

介
護
保
険
料

●年度途中で65歳になったとき　　●年度途中で保険料額や年金額が変更になったとき　　●年度途中で他の市区町村から転入したとき
●年金が一時差し止めになったとき　など

介護保険料の納め方
ɹड͍ͯ͠څΔ೥ֹۚʹΑͬͯ2छྨʹ෼͔Ε·͢ɻ65ࡀʹͳͬͨ ʢ݄65ࡀͷ஀ੜ೔ͷલ೔͕ଐ͢Δ݄˞ʣ
ͷ෼͔Βɺݪଇͱͯ͠೥͔ۚΒೲΊ·͢ɻ

年金が年額18万円以上の人 年金から差し引かれます（特別徴収）
ɹ೥ۚͷఆࢧظ෷͍ʢ೥6ճʣͷࡍʹɺհޢอݥྉ͕͋Β͔͡Ίࠩ͠Ҿ͔Ε·͢ɻ࿝ྸʢୀ৬ʣ೥ۚɺҨ଒೥ۚɺো֐೥
͕ۚಛผ௃ऩͷର৅Ͱ͢ɻ

年金が年額18万円未満の人 納付書、口座振替で納付（普通徴収）
ɹ౦େ͔ࢢࡕΒૹ෇͞ΕΔೲ෇ॻͰɺظ೔·Ͱʹۚ༥ؔػͳͲΛ௨ͯ͡ೲΊ·͢ɻ

●前年度から継続して特別徴収の人の保険料は、前年の所得などが確定する前の4・6・8月は仮に算定された保険料額を納付しま
す（仮徴収）。10・12・2月は本年度の保険料を算出し、既に納めた仮徴収分の保険料を除いて調整された金額を納付します（本徴収）。

10月ʢୈ4ظʣ12月ʢୈ5ظʣ 2月ʢୈ6ظʣ 4月ʢୈ1ظʣ 6月ʢୈ2ظʣ 8月ʢୈ3ظʣ 10月ʢୈ4ظʣ12月ʢୈ5ظʣ 2月ʢୈ6ظʣ

前年度本徴収 仮徴収 本徴収

仮の保険料額（前年度2月分）を納めます。ただし、
8月分の保険料額を調整する場合があります

前年の所得をもとにした保険料から仮徴収分を除
いた額を納めます。

■年金が年額18万円以上でも、次のような場合には一時的に納付書で納めることがあります。

★これらを持って東大阪市指定の金融機関で手続きをしてください。
●保険料の納付書　●預（貯）金通帳　●通帳の届け出印口座振替が便利です

納め忘れのない便利で確実な

例

65歳になる年度の保険料について
ɹ65ࡀʹͳ݄ͬͨʢ65ࡀͷ஀ੜ೔ͷલ೔͕͋Δ݄ʣ͔Βɺୈ1߸ඃอऀݥͱͯ͠อݥྉΛೲΊ·͢ɻ

〈例：10月2日生まれの人の場合〉

9月分から10月1日生まれ ➡ 10月分から10月2日生まれ ➡

ɹ4݄͔Βɺ65ࡀʹͳΔ݄ͷલ݄·Ͱͷ෼͸ɺ೥౓຤·Ͱͷೲظʹ෼͚ͯɺ
Ճೖ͍ͯ͠Δҩྍอݥͷอݥྉʢհޢอݥ෼ʣ͔ΒೲΊ·͢ɻ

4ʙ9݄෼͸ɺ೥౓຤·Ͱͷೲظʹ෼͚ͯՃೖ͍ͯ͠Δҩྍอݥͷอݥྉ͔ΒೲΊ·͢ɻ 10݄ʙཌ೥3݄෼͸ɺ೥౓຤·Ͱͷೲظʹ෼͚ͯɺೲ෇ॻͰೲΊ·͢ɻ

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

●64歳までの分
ɹ65ࡀʹͳ݄͔ͬͨΒ೥౓຤·Ͱͷ෼͸ɺ೥౓຤·Ͱͷೲظʹ෼͚ͯɺ
ʮհޢอݥྉʯͱͯ͠ೲ෇ॻͰೲΊ·͢ɻ

●65歳からの分

65歳

˞೥ྸ͕Ճ͞ࢉΕΔͷ͸ɺ๏཯্ɺ஀ੜ೔ͷલ೔ʹͳΓ·͢ɻͦͷͨΊɺ65ࡀͷ஀ੜ೔ͷલ೔͕͋Δ݄͔Βୈ1߸ඃอऀݥʹͳΓ·͢ɻ

※老齢福祉年金などは、年金からの差し引きの対象となりません。

˞ਃ͠ࠐΈ͔Β࠲ޱৼସ։࢝·Ͱͷ݄΍ɺߴ࢒ෆ଍ͳͲʹΑΓࣗಈҾ͖མ͕͠Ͱ͖ͳ͔ͬͨ৔߹ͳͲ͸ɺೲ෇ॻͰೲΊΔ͜ͱʹͳΓ·͢ɻ
˞ϖΠδʔ࠲ޱৼସड෇αʔϏεٴͼXFC࠲ޱৼସड෇αʔϏε΋͝ར༻ՄೳͰ͢ɻৄ͘͠͸ࢢ΢ΣϒαΠτΛ͝ࢀর͍ͩ͘͞ɻ

保険料を納めないでいると
ɹಛผͳཧ༝΋ͳ͘อݥྉΛ଺ೲ͢ΔͱɺԆ଺͕ۚൃੜ͠ɺ଺ೲॲ෼ʢࠩԡ౳ʣΛ͏ߦ৔߹͕͋Γ·͢ɻ·ͨɺͦͷؒظʹԠͯ࣍͡
ͷΑ͏ͳાஔ͕ͱΒΕΔ৔߹͕͋Γ·͢ɻ֐ࡂ΍ࣦۀ౳ɺ΍ΉΛಘͳ͍ཧ༝ͰอݥྉΛೲΊΔ͜ͱ͕ࠔ೉ͳ৔߹͸ɺ͓ૣΊʹ͝૬ஊ
͍ͩ͘͞ɻ

ɹαʔϏεඅ༻ͷશֹΛ͍ͬͨΜར༻ऀ͕ෛ୲͠·͢ɻਃ੥ʹΑΓޙͰอڅݥ෇෼͕ࢧ෷ΘΕ·͢ɻ

˞ར༻ऀෛ୲ͷׂ߹͕3ׂʢ112ࢀরʣͷਓ͕଺ೲͨ͠৔߹ɺ4ׂʹҾ্͖͛ΒΕ·͢ɻ

40～64歳の人（医療保険加入者）の介護保険料
ɹՃೖ͍ͯ͠ΔҩྍอݥʹΑͬͯࢉఆํ๏͕ܾΊΒΕ·͢ɻࠃຽ݈߁อݥʹՃೖ͍ͯ͠Δਓ͸ੈଳ͝ͱʹܾΊΒΕɺ৬৔
ͷ݈߁อݥͳͲʹՃೖ͍ͯ͠Δਓ͸ɺհޢอݥྉ཰ͱڅ༩͓Αͼ৆༩ʹԠܾͯ͡ΊΒΕ·͢ɻ

ɹࠃຽ݈߁อݥʹՃೖ͍ͯ͠Δਓ͸ࠃຽ݈߁อݥྉʢ੫ʣͱͯ͠ੈଳओ͕ೲΊ·͢ɻ৬৔ͷ݈߁อݥʹՃೖ͍ͯ͠Δਓ͸ɺ
༩͓Αͼ৆༩͔Β௃ऩ͞Ε·͢ɻڅ
˞40ʙ64ࡀͷඃැཆऀ͸ɺอݥྉΛݸผʹೲΊΔඞཁ͸͋Γ·ͤΜɻ

●1年以上滞納すると
ʢೲ͔ݶظΒ1೥ܦաʣ

ɹαʔϏεΛར༻͢Δͱ͖ͷར༻ऀෛ୲͕1ׂ·ͨ͸2ׂ͔Βɺ3ׂ˞ʹҾ্͖͛ΒΕͨΓɺֹߴհޢαʔϏεඅͳͲ
͕ड͚ΒΕͳ͘ͳͬͨΓ͠·͢ɻ●2年以上滞納すると

ʢೲ͔ݶظΒ2೥ܦաʣ

ɹඅ༻ͷશֹΛར༻ऀ͕ෛ୲͠ɺਃ੥ޙ΋อڅݥ෇ͷҰ෦·ͨ͸શ෦͕Ұ࣌తʹࠩ͠ࢭΊͱͳΓɺ଺ೲ͍ͯ͠Δอݥ
ྉʹॆͯΒΕΔ͜ͱ͕͋Γ·͢ɻ

●1年6か月以上滞納すると
ʢೲ͔ݶظΒ1೥6͔݄ܦաʣ

保険料の決め方

保険料の納め方

介護保険料の改定について
ɹհޢอ੍ݥ౓Ͱ͸ɺհޢอܭۀࣄݥըͷࡦఆ͕๏཯ʹΑΓٛ຿͚ͮΒΕ͓ͯΓɺܭը͸3೥͝ͱʹ
௚͢͜ͱͱͳ͍ͬͯ·͢ɻݟ
ɹࠓճࡦఆͨ͠2024೥͔Β2026೥·Ͱͷୈ9ܭۀࣄظըͰ͸ɺ65ࡀҎ্ͷհޢอݥྉʢୈ1߸อݥ
ྉʣʹ͍ͭͯ͸ɺྸߴԽͷਐలʹ൐͍ཁհޢʢཁࢧԉʣೝఆऀͷ૿ՃɺαʔϏεར༻ऀ΍ར༻ྔͷ૿
Ճ͕ࠐݟ·ΕΔ͜ͱʹΑΓɺอݥྉͷେ෯ͳ্ঢ͕ࠐݟ·ΕΔ͜ͱ͔Βɺհڅޢ෇අ४උۚجͷ׆༻
ΛࠐݟΈɺհޢαʔϏεʹඞཁͳ૯අ༻Λਪ݁ͨ͠ܭՌɺୈ1߸อݥྉͷج४ֹ݄͕ୈ8ظΑΓ63ԁ
૿Ճͷ7
093ԁʹͳΓ·ͨ͠ɻ

●保険料のおもな増加要因
サービス利用の増加

●保険料のおもな軽減要因
基金の取崩し　

ɹཁհޢʢཁࢧԉʣೝఆऀͷ૿Ճʹͱ΋ͳ͍ɺαʔϏεͷར༻ऀɺར༻ྔͷ૿Ճ͕ࠐݟ·Ε·͢ɻ

հޢอݥྉͷ্ঢΛ཈੍͢ΔͨΊɺհڅޢ෇අ४උ21ۚجԯԁͷ׆༻ΛࠐݟΜͰ͍·͢ɻ

65歳以上の人の保険料の減免について

ʢΞʣʙʢ΢ʣͷ͢΂ͯʹ͋ͯ͸·Δ৔߹ɺਃ
੥ʹΑΓݮ໔ޙͷอݥྉ͕ج४ֹͷ1�2
ʢ˞165ສԁҎԼʹ͍ͭͯ͸ɺج४ֹʣʹ ૬
౰͢ΔֹͱͳΓ·͢ɻʢୠ͠ɺੜ׆อޢΛड
Ε͍ͯΔਓ͸আ͖·͢ɻʣ͞څ

（ア）本年中の世帯収入金額が以下の額を
超えないこと。

動　産ʢ༬ஷۚɺגɺੜ໋อݥͳͲʣ
ʜʜʜੈଳͰ350ສԁҎԼͰ͋Δ͜ͱɻ
不動産
ʜʜੈଳͰॅډ༻ͷෆಈ࢈Ҏ֎Λॴ༗͠
͍ͯͳ͍͜ͱɻॅډ༻ͷ౔஍ʹ͍ͭͯ
200N2ʢ໿60௶ðҎԼͰ͋Δ͜ͱɻ

・以下世帯員1人増えるごとに収入金額に
50万円を加算

・本年の収入見込額が推定できるものとし
て添付書類が必要となります。

　入院費用は世帯の収入合計金額より控除
されます。（領収証等のコピーを付けて
申請してください。)

（1）低収入者に対する保険料減免

（ウ）活用できる資産がないこと。

ɹ֐ࡂʹΑΓॅ୐ɺՈͦࡒͷଞͷ࢈ࡒͰੜܭ
ҡ࣋ʹ͔ܽͤͳ͍ॏཁͳ࢈ࡒʹ͍ͭͯड͚ͨ
ଛ֐ͷׂ߹ʹԠͯ͡ݮ໔͞Ε·͢ɻ
※災害が発生した日の翌日から6か月を経過したとき
は減免申請することができません。

（2）災害に対する減免

ɹୈ1߸ඃอऀݥͷ͍ΔੈଳͰɺੜܭத৺ऀͷ
ຊ೥தͷॴಘֹ͕ࠐݟલ೥ͷ2෼ͷ1ҎԼʹͳ
Γɺདྷ೥౓ͷࢢຽ੫͕ඇ՝੫ʹͳΔͱࠐݟ·
ΕΔͱ͖ɻ

（3）著しい収入減に対する減免

世帯構成 収入金額

200ສԁҎԼ
250ສԁҎԼ
300ສԁҎԼ
350ສԁҎԼ

150ສԁҎԼʗ
˞165ສԁҎԼʢ1ਓੈଳͷΈʣ

　申請は、介護保険料課または各福祉事務所の高齢・障害福祉係で受付けています。

2ਓੈଳ
3ਓੈଳ
4ਓੈଳ
5ਓੈଳ

（イ）他の世帯に属する者の税の扶養親族
または医療保険の被扶養者になって
いないこと。

1ਓੈଳ

0 3ສ5ઍਓ5ઍਓ 1ສਓ 1ສ5ઍਓ 2ສਓ 2ສ5ઍਓ 3ສਓ 4ສਓ

第9期
事業計画値
（単位：人）

認定者数 標準給付費

0 450ԯԁ 500ԯԁ 550ԯԁ50ԯԁ 100ԯԁ 150ԯԁ 200ԯԁ 250ԯԁ 300ԯԁ 350ԯԁ 400ԯԁ

2021೥

2022೥

2023೥

2024೥

2025೥

2026೥

2021೥

2022೥

2023೥

2024೥

2025೥

2026೥

第8期
事業計画値
（単位：人）

第9期
事業計画値
（単位：千円）

第8期
事業計画値
（単位：千円）

33
474

34
408

35
234

34
932

35
752

36
261

47
254
560

48
711
346

50
314
833

50
492
492

52
611
269

53
935
361
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サービスの利用のしかた

サ
ー
ビ
ス
の
利
用
の
し
か
た

サービスを利用するために
　介護や支援が必要と思ったら、地域包括支援センターや東大阪市の窓口に相談し
ましょう。

1 相談します
　地域包括支援センターや東大
阪市の窓口で、利用したいサー
ビスなどについて相談します。

2 要介護（要支援）認定の
申請をします

　介護サービス、介護予防サービス、介護予防・
生活支援サービス事業を利用したい人は、東大
阪市の窓口に要介護（要支援）認定の申請をし
ます。

3 認定調査を受けます
　介護認定調査員に自宅を訪問してもらい、心身の状態について調査を受けます。認定調査と主
治医意見書をもとに介護度及び有効期間が介護認定審査会で審査・判定されます。

4 認定結果が届きます
　認定結果は、東大阪市から送られてきます。

2 基本チェックリストを
受けます

　地域包括支援センターの窓口で、心身や日常
生活の状態など（生活機能）を調べる基本チェッ
クリストを受けます。生活機能の低下がみられ
た場合は、介護予防・生活支援サービス事業対
象者（事業対象者）となります。

　人が生きていくための機能全体
のことで、体や精神の働きのほか、
日常生活動作や家事、家庭や社会
での役割などのことです。できる
だけ生活機能を低下させないこと
が介護予防につながります。

˞ਃ੥͸ຊਓ΍Ո଒ͳͲͷ΄͔ɺ஍Ҭแׅࢧԉηϯ
λʔ΍ډ୐հࢧޢԉऀۀࣄɺհޢอࢪݥઃͳͲʹ୅
΋Β͏͜ͱ΋Ͱ͖·͢ɻͯ͠ߦ

P10へ
生活機能とは？

　要介護認定の結果などに疑問や不服がある場合は、まずは東大阪市の窓口で相談しましょう。その上で納得
できない場合には、３か月以内に都道府県に設置されている「介護保険審査会」に審査請求できます。

認定結果に納得できないときは?

ɹ౦େ͕ࢢࡕ೚໋͢Δอ݈ɺҩྍɺ෱ࢱͷֶࣝऀݧܦ
5ਓఔ౓ͰߦΘΕΔձٞͰ͢ɻਃ੥ͨ͠ਓͷհޢͷඞ
ཁੑʹ͍ͭͯɺ͍Ζ͍Ζͳ໘͔Β৹ࠪ͠·͢ɻ

介護認定
審査会

ɹੜػ׆ೳͷ௿ԼͷݪҼʹͳͬͨපؾ΍͚͕ɺ࣏ྍ಺
༰ɺ৺਎ͷঢ়ଶͳͲʹ͍ͭͯɺओ࣏ҩʹͯ͠ࡌه΋
ΒͬͨॻྨͰ͢ɻ

主治医
意見書

ɹೝఆௐࠪͷͨΊʹࣗ୐Λ๚໰͢Δɺ౦େࢢࡕͷ৬һ
΍౦େ͔ࢢࡕΒҕୗ͞ΕͨۀࣄॴͷέΞϚωδϟʔ
ͳͲͷ͜ͱͰ͢ɻ

介護認定
調査員

非該当
ɹཁհޢ΍ཁࢧԉʹೝఆ͞Εͳ͔ͬͨਓ
ࣄೳͷ௿Լ͕ΈΒΕͨ৔߹͸ʮػ׆ຊνΣοΫϦετΛड͚ͯɺੜج˞
Λར༻Ͱ͖·͢ɻۀࣄԉαʔϏεࢧ׆༧๷ɾੜޢର৅ऀʯͱͯ͠հۀ

要介護 1～5
ɹհޢαʔϏεΛར༻͢Δ͜ͱͰੜػ׆ೳ
ͷҡ࣋΍վળΛ͸͔Δ͜ͱ͕ద੾ͳਓ

P10へ

P10へ

ɹհޢ༧๷αʔϏε΍հޢ༧๷ɾੜࢧ׆ԉ
αʔϏεۀࣄΛར༻͢Δ͜ͱͰੜػ׆ೳ͕
վળ͢ΔՄೳੑͷ͍ߴਓ P10へ

要支援 1・2

介護サービス、
介護予防サービス

を利用したい人

介護予防・
生活支援サービス

事業

を利用したい人
（介護予防・日常生活支援総合事業）

　更新については有効期間満了前に更新手続きが必要です。更新の申請は、要介護認定の有効期間
満了日の60日前から受け付けます。

認定結果の更新手続き

※東大阪市では原則として、新規に
サービスの利用を希望される方に
は要介護（要支援）認定をしてい
ただくようご案内します。
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ケアプランの作成
　介護保険サービスの利用には、ケアプランの作成が必要です。なお、ケアプラン
は利用者の状況に合わせて随時見直しができます。
˞40ʙ64ࡀͷਓ͸ɺཁࢧԉ1ɾ2ͷਓͷΈհޢ༧๷ɾੜࢧ׆ԉαʔϏεۀࣄͷར༻͕Ͱ͖·͢ɻ
ೝఆͷਃ੥͕Ͱ͖·͢ɻޢͰ΋ཁհޙର৅ऀʹͳͬͨۀࣄ˞
˞έΞϓϥϯͷ࡞੒ʹར༻ऀෛ୲͸͋Γ·ͤΜɻ

非
該
当
の
人

要
支
援
1
・
2
の
人

ɹ஍Ҭแׅࢧԉηϯλʔ
ʹհޢ༧๷έΞϓϥϯͷ
ࢢࡕ੒Λґཔ͠ɺ౦େ࡞
ʹʮհޢ༧๷έΞϚωδ
ϝϯτґཔಧग़ॻʯΛఏ
ग़͠·͢ɻ

ɹհޢ༧๷ࢧԉۀࣄ ʢऀ஍Ҭ
แׅࢧԉηϯλʔ౳ʣʹ հޢ
༧๷έΞϓϥϯͷ࡞੒Λґཔ
͠ɺ౦େࢢࡕ ʮʹհޢ༧๷
αʔϏεܭը࡞੒ಧग़ॻʯ·
ͨ͸ʮհޢ༧๷έΞϚωδϝ
ϯτґཔಧग़ॻʯΛఏग़͠·͢ɻ

ɹ౦େ͏ߦ͕ࢢࡕʮհޢ༧๷ɾ೔ৗੜࢧ׆ԉ૯߹ۀࣄʯͷʮҰൠ հޢ༧๷ۀࣄʯ͕ ར༻Ͱ͖·͢ɻ

生活機能の低下が
みられた

（事業対象者）

生活機能の低下が
みられなかった

地域包括支援センター等

P27へP27へ

P14へ

ʢ஍Ҭີணܕհޢ༧๷αʔϏε΋ؚΉʣ
介護予防サービスを利用

介護予防・生活支援サービス事業を利用

ɹ୲౰৬һ͕ར༻ऀ΍Ո଒ͱ࿩
͠߹ͬͯ՝୊Λ෼ੳ͠ɺέΞϓϥ
ϯͷݪҊΛ࡞੒͠·͢ɻͦ ͷޙɺ
έΞϚωδϟʔΛத৺ʹར༻ऀ΍
Ո଒ɺαʔϏεऀۀࣄͳͲ͕࿩͠
߹͍·͢	αʔϏε୲౰ऀձٞ
ɻ

ɹ୲౰৬һ͕ར༻ऀ΍Ո଒
ͱ࿩͠߹ͬͯ՝୊Λ෼ੳ͠ɺ
έΞϓϥϯͷݪҊΛ࡞੒͠·
͢ɻͦ ͷޙɺέΞϚωδϟʔΛ
த৺ʹར༻ऀ΍Ո଒ɺαʔϏ
εऀۀࣄͳͲ͕࿩͠߹͍·͢
ʢαʔϏε୲౰ऀձٞ
ɻ

ɹ࿩͠߹͍Λ΋ͱʹݪҊΛௐ
੔͠ɺαʔϏεͷछྨ΍ར༻
ճ਺ͳͲΛ੝ΓࠐΜͩհޢ༧
๷έΞϓϥϯΛ࡞Γ·͢ɻ

ɹ࿩͠߹͍Λ΋ͱʹݪҊΛௐ
੔͠ɺαʔϏεͷछྨ΍ར༻
ճ਺ͳͲΛ੝ΓࠐΜͩհޢ༧
๷έΞϓϥϯΛ࡞Γ·͢ɻ

※介護予防サービスと介護
予防・生活支援サービス
事業は組み合わせて利用
できます。

Ͱड͚·͢ɻޱԉηϯλʔͷ૭ࢧຊνΣοΫϦετ͸ɺ஍Ҭแׅج˞

˞έΞϓϥϯͷ࡞੒͸͋Γ·ͤΜɻ

施
設
に
入
所
し
て
利
用

在
宅
サ
ー
ビ
ス
を
利
用

要
介
護
1
〜
5
の
人 ɹೖॴΛر๬͢Δࢪઃ

αʔϏεऀۀࣄʹ௚઀ਃ
໿͠·͢ɻܖΜͰɺࠐ͠

ɹέΞϓϥϯͷ࡞੒Λґཔ
͢Δډ୐հࢧޢԉऀۀࣄΛ
ܾΊɺ౦େࢢࡕʹʮډ୐
αʔϏεܭը
੒ґཔಧग़࡞
ॻʯΛఏग़͠
·͢ɻ

居宅介護支援事業者

施設サービス事業者

P20へ

P14へ

ʢ஍ҬີணܕαʔϏε΋ؚΉʣ
在宅サービスを利用

ɹࢪઃͷέΞϚωδϟʔ͕ར༻ऀ΍
Ո଒ͱ࿩͠߹ͬͯ՝୊Λ෼ੳ͠ɺέ
ΞϓϥϯͷݪҊΛ࡞੒͠·͢ɻ
ɹͦͷޙɺέΞϚωδϟʔΛத৺
ʹɺར༻ऀ΍Ո଒ɺαʔϏεऀۀࣄ
ͳͲ͕࿩͠߹͍· ʢ͢αʔϏε୲౰
ऀձٞʣɻ

ɹέΞϚωδϟʔ͕ར༻ऀ΍Ո଒ͱ
࿩͠߹ͬͯ՝୊Λ෼ੳ͠ɺέΞϓϥ
ϯͷݪҊΛ࡞੒͠·͢ɻͦͷޙɺέ
ΞϚωδϟʔΛத৺ʹɺར༻ऀ΍Ո
଒ɺαʔϏεऀۀࣄͳͲ͕࿩͠߹͍
· ʢ͢αʔϏε୲౰
ऀձٞʣɻ

ɹ࿩͠߹͍Λ΋ͱʹݪҊΛௐ
੔͠ɺαʔϏεͷ಺༰ͳͲΛ
੝ΓࠐΜͩέΞϓϥϯΛ࡞Γ
·͢ɻ

ɹ࿩͠߹͍Λ΋ͱʹݪҊΛௐ
੔͠ɺαʔϏεͷछྨ΍ར༻
ճ਺ͳͲΛ੝ΓࠐΜͩέΞϓ
ϥϯΛ࡞Γ·͢ɻ

サ
ー
ビ
ス
事
業
者
と
契
約

居宅介護支援事業者
　ケアマネジャーが在籍する事業者で、ケアプラン作成の窓口、要介護認
定申請の代行、サービス事業者との連絡・調整などを行います。

●利用者や家族の相談に応じ、アドバイスします
●利用者の希望に沿ったケアプランを作成します
●サービス事業者との連絡や調整をします　●施設入所を希望する人に施設を紹介します

ケアマネジャー հޢͷ஌ࣝΛ෯ͨͬ࣋͘޿ઐ໳ՈͰ͢ɻ

サービス事業者と
契約

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

サ
ー
ビ
ス
事
業
者
と
契
約

利
用
す
る
サ
ー
ビ
ス

に
よ
っ
て
契
約

ʢ஍ҬີணܕαʔϏε΋ؚΉʣ
施設サービスを利用
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サービスの利用者負担

介 護 保 険 負 担 割 合 証
交付年月日
番 号

住 所

氏 名

生年月日

割

割

フリガナ

被

保

険

者

ɹಉ݄͡ʹར༻ͨ͠αʔϏεͷར༻ऀෛ୲ʢར༻ऀෛ୲ͷׂ߹ʹ͍ͭͯ͸112ࢀরʣͷ
౓ֹΛ௒ݶʣ͕ఆΊΒΕֹͨܭ߹ʢಉ͡ੈଳ಺ʹෳ਺ͷར༻ऀ͕͍Δ৔߹͸ੈଳֹܭ߹
͑ͨͱ͖͸ɺਃ੥ʹΑΓ௒͑ͨ෼͕ʮֹߴհޢαʔϏεඅʯͱ͔ͯ͠ޙΒ͞څࢧΕ·͢ɻ
ͨͩ͠ɺݶڅࢧ౓ֹΛ௒͑ͨར༻ऀෛ୲෼ͳͲʹ͍ͭͯ͸ର৅ʹͳΓ·ͤΜɻ

●介護（介護予防）サービスの利用者負担が高額になったとき

ɹ͓΋ͳࡏ୐αʔϏεͳͲͰ͸ɺհޢอ͔ݥΒͷڅ෇ʹڅࢧ
౓ֹ಺ͰαʔϏεΛར༻͢Δݶ౓ֹ͕ܾΊΒΕ͍ͯ·͢ɻݶ
ͱ͖͸ɺར༻ऀෛ୲ͷׂ߹෼Λෛ୲͠·͕͢ɺݶ౓ֹΛ௒͑
ͨ৔߹͸ɺ௒͑ͨ෼͸શֹར༻ऀͷෛ୲ʹͳΓ·͢ɻ

ɹཁհޢɾཁࢧԉೝఆऀ΍ۀࣄର৅ऀʹ͸ɺར༻ऀෛ୲ͷׂ߹͕͞ࡌهΕ͍ͯΔʮհޢอݥෛ
୲ׂ߹ূʯ͕ ަ෇͞Ε·͢ɻαʔϏεΛར༻͢Δͱ͖͸հޢอݥͷอূݥͱҰॹʹఏࣔͯ͘͠
͍ͩ͞ɻ

介護保険負担割合証

利用者負担の割合

利用者負担の軽減について

支給限度額

1か月の支給限度額
50
320ԁ
105
310ԁ
167
650ԁ
197
050ԁ
270
480ԁ
309
380ԁ
362
170ԁ

要介護状態区分
おもな在宅サービスなどの支給限度額

ཁࢧԉ 1
ཁࢧԉ 2
ཁհޢ 1
ཁհޢ 2
ཁհޢ 3
ཁհޢ 4
ཁհޢ 5

※上記の金額は標準地域の場合です(介護保
険が負担する分も含んだ額です)。
※事業対象者は原則として要支援1の限度額
が設定されます。

要介護1の人が、20万円のサービスを利用した場合
（1割負担の場合）例

保険給付額（9割）150,885円 1割 全額

利用者負担額の合計　49,115円

20万円のサービス利用
支給限度額　167,650円

ར༻ऀෛ୲ʢ̍ ׂʣ
１6,765円 32,350円

௒͑ͨ෼ͷར༻ऀෛ୲

ɹհޢอݥͱҩྍอݥͷ྆ํͷࣗݾෛ୲ֹ͕ߴʹͳͬͨ৔߹ɺֹߴհޢαʔϏεඅʢհޢอݥʣɺྍֹߴ
ཆඅʢҩྍอݥʣΛద༻ͨ͋͠ͱͷ೥ؒʢ8݄ʙཌ೥7݄ʣͷࣗݾෛ୲ֹΛ߹ͯ͠ࢉɺఆΊΒΕͨݶ౓ֹ
Λ௒͑ͨͱ͖͸ɺਃ੥ʹΑΓ௒͑ͨ෼͕͔ޙΒ͞څࢧΕ·͢ɻ

●介護保険と医療保険の利用者負担が高額になったとき

ʮ˞ݱ໾ฒΈॴಘऀʯͱ͸ɺಉ͡ੈଳʹ՝੫ॴಘ145ສԁҎ্ͷ65ࡀҎ্ͷਓ͕͍ͯɺ65ࡀҎ্ͷਓͷऩೖ͕୯਎ͷ৔߹
383ສԁҎ্ɺ2ਓҎ্ͷ৔߹520ສԁҎ্͋ΔੈଳͷਓͰ͢ɻ
ʮ˞߹ܭॴಘֹۚʯͱ͸ɺલ೥ͷऩೖֹ͔ۚΒඞཁܦඅʹ૬౰͢ΔֹۚΛ߇আֹͨ͠ͷ͜ͱͰɺැཆ߇আ΍ҩྍඅ߇আͳͲͷ
ॴಘ߇আΛ͢ΔલͷֹۚͰ͋Γɺ͔ͭɺ௕ظৡ౉ॴಘٴͼ୹ظৡ౉ॴಘʹ܎Δಛผ߇আֹͱެత೥ۚ౳ʹ܎ΔࡶॴಘΛ߇
আֹͨ͠Ͱ͢ɻ
˞੫੍վਖ਼ʹΑΔ߇আֹͷมߋʹ൐͍ॴಘ΁ͷӨ͕ڹੜ͡·͕͢ɺֹߴհޢαʔϏεඅΛ൑ఆ͢Δࡍʹ͸ɺͦͷӨڹΛःஅ
ɻ͢·͠ࢉܭ͠
˙౦େࢢࡕ ʮʹֹߴհޢαʔϏεඅ౳څࢧਃ੥ॻʯΛఏग़͍ͯͩ͘͠͞ɻ

˞௿ॴಘऀᶗ۠෼ͷੈଳͰհޢอݥαʔϏεͷར༻ऀ͕ෳ਺͍Δ৔߹͸ɺݶ౓ֹͷద༻ํ๏͕ҟͳΓ·͢ɻ
˔ຖ೥7݄31೔࣌఺ͰՃೖ͍ͯ͠Δҩྍอݥͷॴಘ۠෼͕ద༻͞Ε·͢ɻҩྍอ͕ݥҟͳΔ৔߹͸ੈଳ߹ࢉͰ͖·ͤΜɻ
΁ਃ੥͕ඞཁͰ͢ɻޱͷ૭ݥର৅ͱͳΔਓ͸ҩྍอڅࢧ˔

その他、社会福祉法人等による利用者負担軽減があります

　利用者はケアプランにもとづいてサービスを利用し、実際にかかるサービス費用
の一部を支払います。

■利用者負担の割合

1 割

3割

2割

Ҏ֎ͷਓه্

❶ຊਓͷ˞߹ܭॴಘֹۚʢಛผ߇আޙʣ͕160ສԁҎ্
❷ಉ͡ੈଳʹ͍Δ65ࡀҎ্ͷਓͷʮ˞೥ۚऩೖ�ͦͷଞͷ߹ܭॴಘۚ ʢֹಛผ߇আޙʣʯ͕
ɹɾ୯ ਎ ੈ ଳʹ280ສԁҎ্
ɹɾ2ਓҎ্ੈଳʹ346ສԁҎ্

❶ຊਓͷ˞߹ܭॴಘֹۚʢಛผ߇আޙʣ͕220ສԁҎ্
❷ಉ͡ੈଳʹ͍Δ65ࡀҎ্ͷਓͷʮ˞೥ۚऩೖ�ͦͷଞͷ߹ܭॴಘۚ ʢֹಛผ߇আޙʣʯ͕
ɹɾ୯ ਎ ੈ ଳʹ340ສԁҎ্
ɹɾ2ਓҎ্ੈଳʹ463ສԁҎ্

本人に市民税が課税されている場合で、3割の対象ではなく❶❷の両方に該当する65歳以上の人

本人に市民税が課税されている場合で、❶❷の両方に該当する65歳以上の人

ɹհޢอݥͷαʔϏεΛར༻ͨ͠ͱ͖ͷར༻ऀෛ୲ͷׂ߹͸ɺݪଇͱͯ͠αʔϏεʹ͔͔ͬͨඅ༻ͷ
1ʙ3ׂͰ͢ɻ

⿠ʮ߹ܭॴಘۚ ʢֹಛผ߇আޙʣʯͱ͸ɺલ೥ͷऩೖֹ͔ۚΒඞཁܦඅʹ૬౰͢ΔֹۚΛ߇আֹͨ͠ͷ͜ͱͰɺැཆ߇আ΍ҩ
ྍඅ߇আͳͲͷॴಘ߇আΛ͢ΔલͷֹۚͰ͋Γɺ͔ ͭɺ௕ظৡ౉ॴಘٴͼ୹ظৡ౉ॴಘʹ܎Δಛผ߇আֹΛ߇আֹͨ͠Ͱ͢ɻ
⿠ʮͦͷଞͷ߹ܭॴಘۚ ʢֹಛผ߇আޙʣʯͱ͸ɺ߹ܭॴಘۚ ʢֹಛผ߇আޙʣ͔ Βɺެత೥ۚ౳ʹ܎ΔࡶॴಘΛ߇আֹͨ͠Ͱ͢ɻ
˞੫੍վਖ਼ʹΑΔ߇আֹͷมߋʹ൐͍ॴಘ΁ͷӨ͕ڹੜ͡·͕͢ɺෛ୲ׂ߹Λ൑ఆ͢Δࡍʹ͸ͦͷӨڹΛःஅ͠͠ࢉܭ·͢ɻ

■高額医療・高額介護合算制度の負担限度額ʢ8݄ʙཌ೥7݄ͷࢉఆ෼ʣ

市民税非課税世帯

901万円超

210万円以下

600万円超901万円以下

210万円超600万円以下

212万円

141万円

67万円

60万円

34万円

70歳未満の人が
いる世帯 所得区分

一　般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

212万円

141万円

67万円

56万円

31万円

19万円

212万円

141万円

67万円

56万円

31万円

19万円˞

70～74歳の人が
いる世帯

後期高齢者医療制度
で医療を受ける人が

いる世帯
課税所得
690万円以上
課税所得
380万円以上
課税所得
145万円以上

所得
基礎控除後の
総所得金額等（　　　　　　）

■利用者負担の上限ʢ1͔݄ʣ
上限額（月額）利用者負担段階区分

●一般

●合計所得金額および課税年金収入額の合計が80万円以下（令和7年8月から80万9千円以下）の人
●老齢福祉年金の受給者

15
000ԁʢݸਓʣ

93
000ԁʢੈଳʣ

44
400ԁʢੈଳʣ

140
100ԁʢੈଳʣ

44
400ԁʢੈଳʣ

24
600ԁʢੈଳʣ

15
000ԁʢݸਓʣ

●市民税世帯非課税等

●生活保護の受給者

課税所得690万円（年収約1,160万円）以上

課税所得380万円（年収約770万円）以上～課税所得690万円（約1,160万円）未満

課税所得145万円（年収約383万円）以上～課税所得380万円（約770万円）未満

●現役並み
　所得者

※

利用者負担
の 割 合

適 用 期 間

開始年月日
終了年月日

開始年月日
終了年月日

保険者番号
並 び に
保 険 者 の
名称及び印 東大阪市荒本北一丁目１番１号

T E L  0 6 － 4 3 0 9 － 3 0 0 0（代）

東 大 阪 市

2 7 2 2 7 8

印
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利用できるサービス

利
用
で
き
る
サ
ー
ビ
ス

サービスについて

訪問介護（ホームヘルプ）

訪問介護

ɹϗʔϜϔϧύʔͳͲʹ๚໰ͯ͠΋Β͍ɺೖཋɾഉͤͭɾ৯ࣄͷੈ࿩ͳͲͷʮ਎ମ
հޢʯ΍ɺௐཧɾચ୕ͳͲͷʮੜ׆ԉॿʯΛड͚·͢ɻͳ͓ɺຊਓҎ֎ͷՈ଒ͷͨ
ΊͷՈࣄ΍ɺϖοτͷੈ࿩ͳͲͷαʔϏε͸ɺհޢอݥͷର৅ʹͳΓ·ͤΜɻ

内 容 利用時間など サービス費用のめやす
2
610ԁʢ261ԁʣ
1
915ԁʢ192ԁʣ
1
037ԁʢ104ԁʣ

20෼Ҏ্30෼ະຬ
20෼Ҏ্45෼ະຬ
1ճʹ͖ͭ

身体介護が中心
生活援助が中心

通院時の乗車・降車等介助

訪問型サービス

ɹϗʔϜϔϧύʔ΍ϘϥϯςΟΞͳͲ͕ډ୐Λ๚໰͠ɺར༻ऀ͕ࣗྗͰ͸ࠔ೉ͳߦҝʹ͍ͭͯɺαʔϏεΛఏ͠ڙ·͢ɻ

※旧介護予防訪問介護に相当するサービスのほか、民間企業や地域住民やNPOなどによる多様なサービスも利用できます。

※共生型サービス事業所の指定を受けた障害福祉サービス事業所でも介護保険のサービスを利用できます。

（介護予防・生活支援サービス事業）

要介護1～5の人

要支援 1・2の人 介護予防・生活支援サービス事業対象者

●利用者の負担は、原則として「サービス費用のめやす」の1～3割※です。サービスによっては食費や居住費等、
日常生活費などの負担、そのほかサービス内容や地域による加算などがあります。

※利用者負担の割合については、P12を参照してください。

在宅サービス

P27へ

　介護保険のサービスにはいろいろな種類があります。
必要なときに必要なサービスを利用しましょう。

基準や利用料など ౦େج͕ࢢࡕ४΍ར༻ྉͳͲΛઃఆ͠·͢ɻ

●訪問を受けて利用するサービス

ɹࣗ୐ͳͲͰੜ͠׆ͳ͕Βར༻Ͱ͖ΔαʔϏεͰ͢ɻ

訪問入浴介護

訪問入浴介護

ɹհޢ৬һͱޢ؃৬һʹҠಈೖཋंͰډ୐Λ๚໰ͯ͠΋Β͍ɺαʔϏε
Λड͚·͢ɻޢཋ૧Ͱೖཋհͨ͠ࢀ͕࣋ऀۀࣄ

要介護度 サービス費用のめやす
9
159ԁʢ 916ԁʣ
13
546ԁʢ1
355ԁʣ

ཁࢧԉ 1ɾ2
ཁհޢ 1ʙ51回につき

介護予防訪問入浴介護

●介護職員などに訪問してもらい入浴するサービス

要介護1～5の人

要支援1・2の人

訪問看護

訪問看護

ɹҩࢣͷࣔࢦʹΑΓɺࢣޢ؃ͳͲʹډ୐Λ๚໰ͯ͠΋Β͍ɺྍཆ্ͷੈ࿩
΍਍ྍͷิॿΛड͚·͢ɻ

介護予防訪問看護

訪問リハビリテーション

訪問リハビリテーション

ɹҩࢣͷࣔࢦʹΑΓɺཧֶྍ๏࢜΍ྍۀ࡞๏࢜ɺޠݴௌ֮࢜ʹ๚໰ͯ͠΋Β
͍ɺډ୐Ͱͷੜػ׆ೳͷҡ࣋ɾ্޲ͷͨΊͷϦϋϏϦςʔγϣϯΛड͚·͢ɻ

サービス費用のめやす
3
143ԁʢ315ԁʣ
3
249ԁʢ325ԁʣ1回（20分以上）につき

介護予防訪問リハビリテーション

●自宅での生活を続けるためのリハビリテーション

●看護師などに訪問してもらい療養上のケアを受けるサービス

要介護1～5の人

要支援1・2の人

要介護1～5の人

要支援1・2の人

内 容 利用限度回数 サービス費用のめやす（1回につき）
5
150ԁʢ515ԁʣ1͔݄ʹ2ճ·Ͱ医師が行う場合

ɹҩࢣ΍ࣃՊҩࢣɺༀࢣࡎɺ؅ཧӫཆ࢜ɺࣃՊӴੜ͕࢜ɺ௨Ӄ͕ࠔ೉
ͳར༻ऀͷډ୐Λ๚໰͠ɺྍཆ্ͷ؅ཧ΍ࢦಋΛ͠·͢ɻ

居宅療養管理指導

居宅療養管理指導

介護予防居宅療養管理指導
要介護1～5の人

要支援1・2の人

●居宅で療養上の管理、助言を受けられるサービス

単一建物居住者１人に対して行う場合ʪ ʫ

訪問看護ステーションから訪問の場合ʪ ʫ

※（　　）内は1割の場合の利用者負担

※（　　）内は1割の場合の利用者負担

※（　　）内は1割の場合の利用者負担

※（　　）内は1割の場合の利用者負担

※（　　）内は1割の場合の利用者負担

サービス費用のめやす訪問看護の時間
4
825ԁʢ483ԁʣ
5
039ԁʢ504ԁʣ30分未満の場合

要介護度
ཁࢧԉ 1ɾ2
ཁհޢ 1ʙ5

要介護度
ཁࢧԉ 1ɾ2
ཁհޢ 1ʙ5

　介護保険によるサービスを利用するには、サービス事業者との「契約｣が必要です。
契約の必要がある場合は、以下のようなことに注意しましょう。

利用者の状況にあったサービス内容や回
数となっているか。
利用者からの苦情に耳を傾け適切な処置
をとってくれるか。
利用者負担金の額や交通費の要否などの
内容が明記されているかどうか。

サービスの内容…

苦情への対応……

利用者負担金……

利用者からの解約が認められる場合およびそ
の手続きが明記されているか。
サービス提供によって利用者が損害を与えら
れた場合の賠償義務が明記されているか。
利用者および利用者の家族に関する秘密や個
人情報が保持されるようになっているか。

利用者からの……
解約
損害賠償…………

秘密保持…………

事業者と
契約するとき

1514



利用できるサービス

利
用
で
き
る
サ
ー
ビ
ス

通所介護（デイサービス）

通所介護

ɹఆһ͕19ਓҎ্ͷ௨ॴհࢪޢઃͰɺ৯ࣄɺೖཋͳͲͷ೔ৗੜ্׆ͷ
ΓͰར༻Ͱ͖·͢ɻؼ࿅Λ೔܇ೳػԉ΍ࢧ

内 容 要介護度 サービス費用のめやす
6
876ԁʢ 688ԁʣ
8
119ԁʢ 812ԁʣ
9
405ԁʢ 941ԁʣ
10
690ԁʢ1
069ԁʣ
11
996ԁʢ1
200ԁʣ

ཁհޢ 1
ཁհޢ 2
ཁհޢ 3
ཁհޢ 4
ཁհޢ 5

7時間以上8時間未満
の場合

〈送迎を含む〉

通所型サービス

ɹ௨ॴհࢪޢઃͳͲͰɺ৯ࣄ΍ೖཋͳͲͷ೔ৗੜ্׆ͷࢧԉͷ΄͔ɺॅຽओମͷࢧԉ΍อ݈ɾҩྍͷ
ઐ໳৬ʹΑΓߦΘΕΔϓϩάϥϜͳͲɺଟ༷ͳαʔϏεΛ͍ߦ·͢ɻ

※旧介護予防通所介護に相当するサービスのほか、民間企業や地域住民やNPOなどによる多様なサービスも利用できます。

基準や利用料など

（介護予防・生活支援サービス事業）

౦େج͕ࢢࡕ४΍ར༻ྉͳͲΛઃఆ͠·͢ɻ

ɹհޢ࿝ਓอ݈ࢪઃ΍පӃɺ਍ྍॴͳͲͰɺ৯ࣄͳͲͷ೔ৗੜ্׆ͷ
࿅ɺϦϋϏϦςʔγϣϯΛड͚·͢ɻ܇ೳػԉ΍ࢧ

P27へ

介護予防通所リハビリテーション

〈通常規模の事業所の場合〉

通所リハビリテーション

内 容 要介護度 サービス費用のめやす
8
039ԁʢ 804ԁʣ
9
526ԁʢ 953ԁʣ
11
035ԁʢ1
104ԁʣ
12
818ԁʢ1
282ԁʣ
14
548ԁʢ1
455ԁʣ

ཁհޢ 1
ཁհޢ 2
ཁհޢ 3
ཁհޢ 4
ཁհޢ 5

7時間以上8時間未満
の場合

〈送迎を含む〉

〈通常規模の事業所の場合〉

要介護度 サービス費用のめやす
23
927ԁʢ2
393ԁʣ
44
605ԁʢ4
461ԁʣ

ཁࢧԉ 1
ཁࢧԉ 2

1か月につき
〈送迎、入浴を含む〉

通所リハビリテーション（デイケア）

●通所して利用するサービス

要介護1～5の人

要介護1～5の人

要支援1・2の人

要支援1・2の人

介護予防・生活支援サービス事業対象者

ɹհޢ࿝ਓ෱ࢪࢱઃͳͲʹ୹ؒظೖॴͯ͠ɺ೔ৗੜ্׆ͷ
࿅ͳͲ͕ड͚ΒΕ·͢ɻ܇ೳػԉ΍ࢧ

要介護度 サービス費用のめやす
4
758ԁʢ476ԁʣ
5
918ԁʢ592ԁʣ
6
361ԁʢ637ԁʣ
7
089ԁʢ709ԁʣ
7
859ԁʢ786ԁʣ
8
598ԁʢ860ԁʣ
9
326ԁʢ933ԁʣ

ཁࢧԉ̍
ཁࢧԉ̎
ཁհ̍ޢ
ཁհ̎ޢ
ཁհ̏ޢ
ཁհ̐ޢ
ཁհ̑ޢ

短期入所生活介護（ショートステイ）

介護老人福祉施設
［併設型・多床室］を利用の場合

1日につき

ショートステイを利用するときの注意点 　ショートステイは、あくまでも在宅生活を継続していくためのサービス
です。利用する際には、下記の点に注意しましょう。

■連続した利用が30日を超えた場合は、31日目は全額自己負担になります。
■連続して30日を超えない日数であっても、ショートステイの利用日数は要介護認定等の有効期間のおおむね半分を超えないことをめやすとしています。

短期入所生活介護

介護予防短期入所生活介護
要介護1～5の人

要支援1・2の人

●短期間施設に入所して利用するサービス

住所地特例が適用されます
ɹ஍ҬີணܕಛఆࢪઃҎ֎ͷಛఆࢪઃʹೖͨ͠ډ৔߹ɺॅॴ஍ಛྫ͕ద༻͞Ε·͢ɻଞ۠ࢢொଜʹ͋ΔࢪઃΛར༻ͯ͠΋ɺ
ॅॴมߋલͷ౦େࢢࡕʹอݥྉΛೲΊɺอڅݥ෇Λड͚·͢ɻ

●有料老人ホームなどに入居している人が利用するサービス

※（　　）内は1割の場合の利用者負担

※（　　）内は1割の場合の利用者負担

※（　　）内は1割の場合の利用者負担

ɹհޢ࿝ਓอ݈ࢪઃ΍ҩྍࢪઃͳͲʹ୹ؒظೖॴͯ͠ɺޢ؃΍ҩֶత؅ཧԼͰͷհޢ΍ࢧԉɺ೔ৗੜ
ͷγϣʔτεςΠͰ͢ɻܕ࿅ͳͲ͕ड͚ΒΕ·͢ɻҩྍ܇ೳػԉ΍ࢧͷ্׆

短期入所療養介護（ショートステイ）

短期入所療養介護

介護予防短期入所療養介護
要介護1～5の人

要支援1・2の人

ɹࢦఆΛड͚ͨ༗ྉ࿝ਓϗʔϜͳͲͷಛఆࢪઃʹೖ͍ͯ͠ډΔཁࢧԉɺཁհޢͷਓ͕ɺೖཋɺഉͤͭɺ
৯ࣄͳͲͷհޢ΍ͦͷଞͷ೔ৗੜ্׆ͷࢧԉɺػೳ܇࿅ɺྍཆ্ͷࢧԉΛड͚ΒΕ·͢ɻ

特定施設入居者生活介護

特定施設入居者生活介護

介護予防特定施設入居者生活介護
要介護1～5の人

要支援1・2の人

※（　　）内は1割の場合の利用者負担ʪ ʫ

要介護度 サービス費用のめやす
6
405ԁʢ 641ԁʣ
8
088ԁʢ 809ԁʣ
8
673ԁʢ 868ԁʣ
9
196ԁʢ 920ԁʣ
9
864ԁʢ 987ԁʣ
10
418ԁʢ1
042ԁʣ
10
993ԁʢ1
100ԁʣ

ཁࢧԉ̍
ཁࢧԉ̎
ཁհ̍ޢ
ཁհ̎ޢ
ཁհ̏ޢ
ཁհ̐ޢ
ཁհ̑ޢ

介護老人保健施設
［多床室］を利用の場合

1日につき

※（　　）内は1割の場合の利用者負担ʪ ʫ

要介護度 サービス費用のめやす
1
912ԁʢ192ԁʣ
3
270ԁʢ327ԁʣ
5
663ԁʢ567ԁʣ
6
364ԁʢ637ԁʣ
7
095ԁʢ710ԁʣ
7
774ԁʢ778ԁʣ
8
495ԁʢ850ԁʣ

ཁࢧԉ̍
ཁࢧԉ̎
ཁհ̍ޢ
ཁհ̎ޢ
ཁհ̏ޢ
ཁհ̐ޢ
ཁհ̑ޢ

1日につき

※（　　）内は1割の場合の利用者負担

※サービス費用の他に、食費、滞在費などが利用者負担になります。詳しくはP22をご覧ください。

※共生型サービス事業所の指定を受けた障害福祉サービス事業所でも介護保険のサービスを利用できます。

※共生型サービス事業所の指定を受けた
障害福祉サービス事業所でも介護保険
のサービスを利用できます。
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利用できるサービス

利
用
で
き
る
サ
ー
ビ
ス

福祉用具貸与
ɹख͢ΓͷऔΓ෇͚΍ஈࠩղফͳͲͷॅ୐վमΛͨ͠ͱ͖ɺ20ສԁΛ্ݶʹɺॅ୐վमඅͷอݥ૬
౰ֹ͕͞څࢧΕ·͢ʢར༻ऀෛ୲ֹ1ʙ3ׂʣɻ

住宅改修費支給

住宅改修費支給
介護予防住宅改修費支給

ɹ೔ৗੜ׆ͷཱࣗΛॿ͚ΔͨΊͷ෱ࢱ༻۩ͷି༩͕ड͚ΒΕ·͢ɻ

福祉用具貸与
介護予防福祉用具貸与

特定福祉用具販売
ɹೖཋ΍ഉͤͭͳͲʹ࢖༻͢Δ෱ࢱ༻۩Λߪೖͨ͠ͱ͖ɺಉҰ೥౓Ͱ10ສԁΛ
Ε·͢ʢར༻ऀෛ୲ֹ1ʙ3ׂʣɻ͞څࢧ૬౰ֹ͕ݥೖඅͷอߪɺʹݶ্

特定福祉用具販売
特定介護予防福祉用具販売

福祉用具購入費の支給について

ʲঈ�ؐ �෷ �͍ �rར༻ऀ͕͍ͬͨΜߪೖඅͷશֹΛࢧ෷͍ɺ͋ͱ͔Βߪೖඅͷอݥ૬౰ֹ͕͞څࢧΕ·͢ɻ
ʲडྖҕ೚෷͍ �rར༻ऀ͕αʔϏεऀۀࣄʹར༻ऀෛ୲෼ͷΈΛࢧ෷͍ɺ͔ࢢΒอݥ૬౰ֹΛαʔϏεࣄ

෷͍·͢ɻࢧ௚઀ʹऀۀ

サービス費用のめやす

Ϩϯλϧඅ༻ʢ༻۩ͷػछ΍ऀۀࣄͳͲʹΑͬͯҟͳΓ·͢ʣͷ1ʙ3ׂΛෛ୲͠·͢ɻ

住宅改修費の支給について

対象となる
福祉用具

対象となる
福祉用具

●腰掛便座　●自動排泄処理装置の交換可能部品　●排泄予測支援機器
●入浴補助用具　●簡易浴槽　●移動用リフトのつり具の部分
●固定用スロープ　●歩行器（歩行車を除く）　●単点杖（松葉づえを除く）
●多点杖

住宅改修できる対象

※上記の改修に伴って必要となる改修も対象となります。　　

●廊下、階段、浴室などへの手すりの取り付け
●滑りの防止・移動の円滑化などのための床または通路面の材料の変更
●段差の解消　●引き戸などへの扉の取り替え
●洋式便器などへの便器の取り替え

住宅改修費の支給

東大阪市へ支給申請／審査

改修工事の実施・完了／支払い

東大阪市へ 事前に協議 ／審査・承認

施工事業者の選択・見積もり依頼など

ケアマネジャーなどに相談

利用手続きの流れ
事前の協議に必要な書類
●住宅改修事前協議書
●事前協議回答連絡票
●施工計画書
●住宅改修が必要な理由書
●住宅の所有者の承諾書
●見積書
●改修前の写真（日付入り）

改修工事後に提出する書類
●住宅改修費支給申請書
●領収証（原本）
●工事費内訳書
●改修後の写真（日付入り）

ं͍ ʢ͢ं͍͢෇ଐ඼ΛؚΉʣ
ಛघ৸୆ʢಛघ৸୆෇ଐ඼ΛؚΉʣ
চͣΕ๷ࢭ༻۩
ମҐมث׵
ख͢Γʢࣄ޻Λͱ΋ͳΘͳ͍΋ͷʣ
εϩʔϓʢࣄ޻Λͱ΋ͳΘͳ͍΋ͷʣ
าثߦ
าิߦॿͭ͑
ೝ஌঱࿝ਓኼ኶ײ஌ثػ
Ҡಈ༻ϦϑτʢͭΓ۩ͷ෦෼Λআ͘ʣ
ࣗಈഉᔔॲཧ૷ஔ

ʷ
ʷ
ʷ
ʷ
˔
˔
˔
˔
ʷ
ʷ
˛

ཁࢧԉ1ɾ2
ཁհޢ 1

˔
˔
˔
˔
˔
˔
˔
˔
˔
˔
˛

ཁհ2ޢɾ3

˔
˔
˔
˔
˔
˔
˔
˔
˔
˔
˔

ཁհ4ޢɾ5

͸͍ ͔͍

͸͍ ͤͭ

●
ར༻Ͱ͖·͢

ʷ
ଇͱͯ͠ݪ
ར༻Ͱ͖·ͤΜ

申請が必要です

事前の協議が必要です

要介護 1～5の人

要支援 1・2の人

要介護 1～5の人

要支援 1・2の人

要介護 1～5の人

要支援 1・2の人

▲
Ұ෦ར༻Ͱ͖·͢
※尿のみを吸引す
るものは利用で
きます。

●福祉用具をレンタル（貸与）するサービス ●環境改善のための住宅改修を行ったときに改修費が支給されるサービス

●福祉用具の購入費が支給されるサービス

˒౎ಓ෎ݝͳͲͷࢦఆΛड͚͔ͨऀۀࣄΒߪೖͨ͠৔߹ͷΈ͞څࢧΕ·͢ɻ

●高価な材料の仕様やオプション品の取り付け、新築、増改築などのリフォーム工事は介護保険における住宅改修の対象と
はなりません。

Ε·ͤΜɻ͞څࢧͳ͍৔߹͸ɺॅ୐վमඅ͸͕ٞڠʹલࣄ˒

ʲঈ�ؐ �෷ �͍ �rར༻ऀ͕͍ͬͨΜվमඅͷશֹΛࢧ෷͍ɺ͋ͱ͔Βվमඅͷอݥ૬౰ֹ͕͞څࢧΕ·͢ɻ
ʲडྖҕ೚෷͍ �rࢢͷొ࿥͕ऀۀࣄ޻ࢪվम͢Δ৔߹͸ɺར༻ऀ͕ऀۀࣄ޻ࢪʹར༻ऀෛ୲෼ͷΈΛࢧ෷

͍ɺ͔ࢢΒอݥ૬౰ֹΛऀۀࣄ޻ࢪʹ௚઀ࢧ෷͍·͢ɻ

介護費用の一部が医療費控除の対象になります
●介護保険を利用して支払った費用の一部が医療費控除の対象になります。
ɹ๚໰ޢ؃ͳͲͷҩྍܥαʔϏεɺҩྍܥαʔϏεͱซͤͯར༻ͨ͠๚໰հޢͳͲͷ෱ܥࢱαʔϏεɺࢪઃαʔϏ
εΛར༻ͯ͠ࢧ෷ͬͨࣗݾෛ୲ֹͷҰ෦͕ҩྍඅ߇আͷର৅ʹͳΓ·͢ɻ
※医療費控除を受けるためには、サービス事業者が発行する「医療費控除の対象となる金額」が記載された「利用料領収証」などが必要です。
●おむつに係る費用が医療費控除の対象になります。
ɹ6͔݄Ҏ্৸͖ͨΓͷਓͷ͓Ήͭ୅͸ɺओ࣏ҩ͕ൃͨ͠ߦʮ͓Ήͭ࢖༻ূ໌ॻʯ͕͋Ε͹ҩྍඅ߇আͷର৅ʹͳΓ·͢ɻ
ɹͳ͓ɺ͓ΉͭΛར༻͍ͯ͠Δਓ͕ཁհޢೝఆΛड͚͍ͯͯɺͦͷೝఆ಺༰͕Ұఆͷ৚݅ʹ֘౰͢Ε͹ɺ͠ߦൃ͕ࢢ
ͨʮओ࣏ҩҙݟॻ֬ೝॻʯΛར༻ͯ͠ਃࠂͰ͖·͢ɻ
※医療費控除の申告に必要な領収証には、おむつを使う人の名前と大人用のおむつ代であることが明記されている必要があります。
※詳しくは税務署にお問い合わせください。
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利
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要介護度 多床室 ユニット型個室
ユニット型個室的多床室従来型個室

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

介護老人福祉施設

ɹৗ࣌հ͕ޢඞཁͰډ୐Ͱͷੜࠔ͕׆೉ͳਓ͕ೖॴͯ͠ɺ೔ৗ
ੜ্׆ͷࢧԉ΍հ͕ޢड͚ΒΕΔࢪઃͰ͢ɻ

要介護度 多床室 ユニット型個室
ユニット型個室的多床室

サービス費用のめやす（1日につき）

8
516ԁʢ852ԁʣ

9
258ԁʢ926ԁʣ

9
979ԁʢ998ԁʣ

従来型個室

要介護度 多床室 ユニット型個室
ユニット型個室的多床室従来型個室

7
649ԁʢ765ԁʣ

8
380ԁʢ838ԁʣ

9
101ԁʢ911ԁʣ

7
649ԁʢ765ԁʣ

8
380ԁʢ838ԁʣ

9
101ԁʢ911ԁʣ
※新規入所は原則として要介護3～5の人が対象です。

施設サービス
ɹ࣍ͷհޢอࢪݥઃʹೖॴͯ͠ར༻͢ΔαʔϏεͰ͢ɻཁࢧԉ1ɾ2ͷਓ͸ར༻Ͱ͖·ͤΜɻ
අͳͲ͕ར༻ऀෛ୲ʹͳΓॅډઃΛར༻ͨ͠αʔϏε͸ɺαʔϏεඅ༻ͷଞʹɺ৯අɺࢪ
·͢ɻ͘Θ͘͠͸122Λ͝ཡ͍ͩ͘͞ɻ

ཁհ3ޢ

ཁհޢ 4

ཁհޢ 5

8
882ԁʢ 889ԁʣ

10
032ԁʢ1
004ԁʣ

12
529ԁʢ1
253ԁʣ

13
585ԁʢ1
359ԁʣ

14
546ԁʢ1
455ԁʣ

8
704ԁʢ 871ԁʣ

9
854ԁʢ 986ԁʣ

12
351ԁʢ1
236ԁʣ

13
407ԁʢ1
341ԁʣ

14
368ԁʢ1
437ԁʣ

7
534ԁʢ 754ԁʣ

8
694ԁʢ 870ԁʣ

11
181ԁʢ1
119ԁʣ

12
247ԁʢ1
225ԁʣ

13
198ԁʢ1
320ԁʣ

介護医療院

介護医療院

ɹ௕ྍظཆͷͨΊͷҩྍͱ೔ৗੜ্׆ͷհޢΛҰମతʹड͚ΒΕΔࢪઃ
Ͱ͢ɻҩྍྍཆපচ΍հྍޢཆܕҩྍࢪઃͷసࢪ׵ઃͰ͢ɻ

ཁհޢ 1

ཁհޢ 2

ཁհޢ 3

ཁհޢ 4

ཁհޢ 5

介護老人保健施設（老人保健施設）

介護老人保健施設

ɹঢ়ଶ͕҆ఆ͍ͯ͠Δਓ͕ࡏ୐෮ؼΛ໨͠ࢦɺϦϋϏϦ
ςʔγϣϯ΍հ͕ޢड͚ΒΕΔࢪઃͰ͢ɻ

8
380ԁʢ 838ԁʣ

8
861ԁʢ 887ԁʣ

9
540ԁʢ 954ԁʣ

10
115ԁʢ1
012ԁʣ

10
638ԁʢ1
064ԁʣ

8
286ԁʢ 829ԁʣ

8
809ԁʢ 881ԁʣ

9
488ԁʢ 949ԁʣ

10
042ԁʢ1
005ԁʣ

10
575ԁʢ1
058ԁʣ

7
492ԁʢ750ԁʣ

7
973ԁʢ798ԁʣ

8
652ԁʢ866ԁʣ

9
227ԁʢ923ԁʣ

9
739ԁʢ974ԁʣ

ཁհޢ 1

ཁհޢ 2

ཁհޢ 3

ཁհޢ 4

ཁհޢ 5

⿠ࣨݸ………壁が天井まであり、完全に仕切られて
いる個室

⿠Ϣχοτ…少数の個室と、個室に近接して設けら
れた共同生活室により一体的に構成さ
れているもの

●従来型個室…………ϢχοτΛߏ੒͠ͳ͍ࣨݸ
●多床室………………ϢχοτΛߏ੒͠ͳ͍૬෦԰
●ユニット型個室……ϢχοτΛߏ੒͢Δࣨݸ
●ユニット型個室的多床室

要介護1～5の人

サービス費用のめやす（1日につき）

要介護1～5の人

要介護1～5の人
●生活全般の介護が必要な人が利用する施設

●在宅復帰を目指す人が利用する施設

●長期療養と介護を一体的に受けられる施設

■部屋のタイプについて

サービス費用のめやす（1日につき）

…ϢχοτΛߏ੒͠ɺน
ͱఱҪͷؒʹ͖͕ؒ͢
͋Δ෦԰

※（　　）内は1割の場合の利用者負担

※（　　）内は1割の場合の利用者負担

※（　　）内は1割の場合の利用者負担

ɹऀྸߴͷ฻Β͠Λ͑ࢧΔࢪઃʹ͸ɺհޢอࢪݥઃҎ֎ʹ΋ɺຽ͕ؒӡӦ͢Δ΋ͷͳͲ͞·͟·ͳࢪઃ͕͋Γ·
͢ɻʮಛఆࢪઃʯͷࢦఆΛड͚͍ͯΔࢪઃͰ͸ɺհޢอݥͷʮಛఆࢪઃೖऀډੜ׆հޢʢ117ɺ25ʣʯΛར༻Ͱ͖·͢ɻ

■介護保険施設ではない高齢者施設（介護保険の対象外）

有料老人ホーム
ɹ೔ৗੜ׆ʹඞཁͳ৯ࣄ΍ೖཋͷఏڙɺચ୕΍૟আͳͲ
ͷՈࣄͳͲɺ͞·͟·ͳαʔϏεΛఏ͢ڙΔຽؒͷࢪઃ
Ͱ͢ɻೖډ΍αʔϏεͳͲʹ͔͔Δඅ༻͸ɺݪଇͱͯ͠
͢΂ͯࣗݾෛ୲Ͱ͕͢ɺೖډ৚݅΍අ༻໘΋ؚΊͯɺࢪ
ઃͰͷੜ׆ελΠϧ΍αʔϏεͷ࣭ͳͲͷόϦΤʔγϣ
ϯ͕ଟ͍ͷ͕ಛ௃Ͱ͢ɻ

ケアハウス（軽費老人ホーム）
ɹՈఉͰͷ೔ৗੜڥ؀͍ۙʹ׆Ͱɺੜࢧ׆ԉαʔϏεͳͲ
Λड͚ͳ͕Βੜ׆Ͱ͖ΔࢪઃͰ͢ɻ࣏ࣗମͷॿ੒Λड͚ͯ
ӡӦ͞ΕΔͨΊɺൺֱత௿ֹͳར༻ྉͰೖډͰ͖·͢ɻ

サービス付き高齢者向け住宅
ɹհޢͱҩྍ͕࿈͠ܞͳ͕ΒɺॅΈ׳Εͨ஍ҬͰ҆৺ͯ͠
฻Β͍͚ͯ͠ΔαʔϏεΛఏ͢ڙΔόϦΞϑϦʔߏ଄ͷॅ
୐Ͱ͢ɻ҆൱֬ೝͱੜ׆૬ஊαʔϏεΛఏ͢ڙΔ͜ͱ͕ٛ
຿͚ͮΒΕ͍ͯ·͢ɻ

介護付

住宅型

հ͕ޢඞཁͳਓ͕ର৅ͰɺհޢอݥʹΑΔαʔ
Ϗε͕ड͚ΒΕΔʮಛఆࢪઃʯͷࢦఆΛड͚ͯ
͓Γɺհޢελοϑ΋ࢪઃʹৗற͍ͯ͠·͢ɻ

հ͕ޢඞཁͳਓͱɺ͍·͸հޢ͸ෆཁͳਓͷ྆
ํΛର৅ͱͨ͠ࢪઃͰɺհ͕ޢඞཁͳਓ͸ɺ֎
෦ͷ͔ऀۀࣄΒհޢαʔϏεΛड͚ΒΕ·͢ɻ

˞ൺֱతؾݩͳ͚޲ऀྸߴͷॅ୐ͰɺࣗྗͰ਎ͷճΓͷੈ࿩͕
Ͱ͖Δ͕ऀྸߴର৅Ͱ͢ɻಠࣗͷೖډ৚݅Λઃఆ͍ͯ͠Δࢪ
ઃ΋͋Γ·͢ɻ

入居対象

入居対象

Ҏ্ͷ୯਎ऀ΋͘͠͸෉ࡀଇͱͯ͠ɺ60ݪ
්ͷΈͷੈଳ

Ոఉڥ؀΍ࡁܦঢ়گͳͲͷཧ༝Ͱɺࡏ୐ੜ
Ҏ্ͷਓࡀ೉ͳ60ࠔ͕׆
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利用できるサービス
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ス

施設サービスの費用
ɹࢪઃαʔϏεΛར༻ͨ͠৔߹͸ɺαʔϏεඅ༻ͷ1ׂɺ2ׂɺ·ͨ͸3ׂͷ΄͔ʹɺ৯අɾॅډඅ
౳ɾ೔ৗੜ׆අ͕ར༻ऀͷෛ୲ʹͳΓ·͢ɻར༻ऀෛ୲͸ࢪઃͱར༻ऀͷؒͰܖ໿ʹΑΓܾΊΒΕ
·͕͢ɺج४ͱͳΔ ʢֹج४අ༻ֹʣ͕ ఆΊΒΕ͍ͯ·͢ɻ

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

認知症対応型共同生活介護

ɹೝ஌঱ͷਓ͕ڞಉੜ͢׆Δॅ୐Ͱɺ৯ࣄɺೖཋɺ
ഉͤͭͳͲͷ೔ৗੜ্׆ͷࢧԉ΍ػೳ܇࿅ͳͲ
ͷαʔϏε͕ड͚ΒΕ·͢ɻ

サービス費用の
めやす

7
827ԁʢ783ԁʣ
7
868ԁʢ787ԁʣ
8
234ԁʢ824ԁʣ
8
485ԁʢ849ԁʣ
8
652ԁʢ866ԁʣ
8
830ԁʢ883ԁʣ

介護予防認知症対応型
共同生活介護

地域密着型サービス
ɹॅΈ׳Εͨ஍ҬͰͷੜ׆Λଓ͚ΔͨΊʹɺ஍ҬͷಛੑʹԠͨ͡αʔϏε͕ར༻Ͱ͖·͢ɻ
ொଜͷαʔϏεͷΈར༻Ͱ͖·͢ɻ۠ࢢଇͱͯ͠ॅΜͰ͍Δݪ

要介護度

ཁࢧԉ 2
ཁհޢ 1
ཁհޢ 2
ཁհޢ 3
ཁհޢ 4
ཁհޢ 5

地域密着型通所介護 認知症対応型通所介護
ɹఆһ͕18ਓҎԼͷখن໛ͳ௨ॴհࢪޢઃͰɺ
೔ৗੜ্׆ͷࢧԉ΍ػೳ܇࿅ͳͲͷαʔϏεΛ
ड͚ΒΕ·͢ɻ

ɹೝ஌঱ͷਓΛର৅ʹͨ͠௨ॴհޢɻೝ஌঱ର
Ԡܕ௨ॴհۀࣄޢॴͳͲͰɺ೔ৗੜ্׆ͷࢧԉ
΍ػೳ܇࿅ͳͲ͕ड͚ΒΕ·͢ɻ

基準費用額 Ҋͯ͠ఆΊΔֹצతͳඅ༻Λۉඅ౳ͷฏॅډઃʹ͓͚Δ1೔͋ͨΓͷ৯අɾࢪ

■負担限度額ʪ1೔あたりʫ

低所得の人は食費と居住費等が軽減されます低所得の人は食費と居住費等が軽減されます

地域密着型通所介護 認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型
通所介護

※要支援1の人は利用できません。

1日につき

〈ユニット数2の場合〉

サービス費用の
めやす

9
083ԁʢ�909ԁʣ
10
138ԁʢ1
014ԁʣ
10
486ԁʢ1
049ԁʣ
11
626ԁʢ1
163ԁʣ
12
765ԁʢ1
277ԁʣ
13
915ԁʢ1
392ԁʣ
15
054ԁʢ1
506ԁʣ

要介護度内 容

ཁࢧԉ 1
ཁࢧԉ 2
ཁհޢ 1
ཁհޢ 2
ཁհޢ 3
ཁհޢ 4
ཁհޢ 5

7時間以上
8時間未満
の場合

〈単独型を利用する場合〉
サービス費用の

めやす
7
868ԁʢ�787ԁʣ
9
300ԁʢ�930ԁʣ

10
784ԁʢ1
079ԁʣ
12
247ԁʢ1
225ԁʣ
13
710ԁʢ1
371ԁʣ

要介護度内 容

7時間以上
8時間未満
の場合

ཁհޢ 1
ཁհޢ 2
ཁհޢ 3
ཁհޢ 4
ཁհޢ 5

要介護1～5の人

要支援2の人

要介護1～5の人要介護1～5の人

要支援1・2の人

●認知症の人が共同生活しながら利用できるサービス

●日中通所して、日常生活上の支援や機能訓練などを受けられるサービス

※（　　）内は1割の場合の利用者負担※（　　）内は1割の場合の利用者負担

※（　　）内は1割の場合の利用者負担

※共生型サービス事業所の指定を受けた障害福祉サービス事業
所でも介護保険のサービスを利用できます。

〈送迎を含む〉
〈送迎を含む〉

●❶●❷のいずれかに該当する場合は、特定入所者介護サービス費等は支給されません。

市民税非課税世帯でも、世帯分離している配偶者が市民税課税の場合1

2 第1段階：単身1,000万円、夫婦2,000万円を超える場合
第2段階：単身　650万円、夫婦1,650万円を超える場合

第3段階①：単身550万円、 夫婦1,550万円を超える場合
第3段階②：単身500万円、 夫婦1,500万円を超える場合

市民税非課税世帯（世帯分離している配偶者も非課税）でも、預貯金等が

300ԁ

390ԁ

˔ຊਓ͓Αͼੈଳશһ͕ࢢຽ੫ඇ՝੫Ͱɺɹ
࿝ྸ෱ࢱ೥ۚͷडऀڅ

˔ੜ׆อޢͷडऀڅ

ຊਓ͓Αͼੈଳશһ͕ࢢຽ੫ඇ՝੫Ͱɺ՝੫
೥ۚऩೖֹʴඇ՝੫೥ۚऩೖֹʴͦͷଞͷ߹
ʣ͕80ສԁʢྩ࿨7ޙআ߇ॴಘֹۚʢಛผܭ
೥8݄͔Β80ສ9ઍԁʣҎԼͷਓ

ຊਓ͓Αͼੈଳશһ͕ࢢຽ੫ඇ՝੫Ͱɺ՝੫
೥ۚऩೖֹʴඇ՝੫೥ۚऩೖֹʴͦͷଞͷ߹
ʣ͕120ສԁ௒ͷਓޙআ߇ॴಘֹۚʢಛผܭ

第
2
段
階

第
1
段
階

300ԁ

600ԁ

1
300ԁ1
360ԁ

1
000ԁ650ԁ
ຊਓ͓Αͼੈଳશһ͕ࢢຽ੫ඇ՝੫Ͱɺ՝੫
೥ۚऩೖֹʴඇ՝੫೥ۚऩೖֹʴͦͷଞͷ߹
ʣ͕80ສԁʢྩ࿨7ޙআ߇ॴಘֹۚʢಛผܭ
೥8݄͔Β80ສ9ઍԁʣ௒120ສԁҎԼͷਓ

第
3
段
階
①
第
3
段
階
②

ユニット型
個室

ユニット型
個室的多床室

従来型
個室 多床室施設

サービス
短期入所
サービス

食費 居住費等
利用者負担段階

！

˞հޢ࿝ਓ෱ࢪࢱઃͱ୹ظೖॴੜ׆հޢΛར༻ͨ͠৔߹͸ɺʢɹʣ಺ͷֹۚͱͳΓ·͢ɻ
ʮ˞߹ܭॴಘֹۚʢಛผ߇আޙʣʯͱ͸ɺલ೥ͷऩೖֹ͔ۚΒඞཁܦඅʹ૬౰͢ΔֹۚΛ߇আֹͨ͠ͷ͜ͱͰɺැཆ߇আ΍ҩྍඅ߇
আͳͲͷॴಘ߇আΛ͢ΔલͷֹۚͰ͋Γɺ͔ͭɺ௕ظৡ౉ॴಘٴͼ୹ظৡ౉ॴಘʹ܎Δಛผ߇আֹΛ߇আֹͨ͠Ͱ͢ɻʮͦͷଞ
ͷ߹ܭॴಘֹۚʢಛผ߇আޙʣʯͱ͸ɺ߹ܭॴಘֹۚʢಛผ߇আޙʣ͔Βɺެత೥ۚ౳ʹ܎ΔࡶॴಘΛ߇আֹͨ͠Ͱ͢ɻ

˞੫੍վਖ਼ʹΑΔ߇আֹͷมߋʹ൐͍ॴಘ΁ͷӨ͕ڹੜ͡·͕͢ɺಛఆೖॴऀհޢαʔϏεඅΛ൑ఆ͢Δࡍʹ͸ɺͦͷӨڹΛःஅ
ɻ͢·͠ࢉܭ͠

●食　　費ɿ1
445ԁ
●居住費等：Ϣχοτࣨݸܕʜʜʜʜʜʜʜ2
066ԁɹɹϢχοτࣨݸܕతଟচࣨʜʜʜ1
728ԁ

ैདྷݸܕ ʢࣨಛཆ౳ʣʜʜʜʜʜ1
231ԁɹɹैདྷݸܕ ʢࣨ࿝݈ɾҩྍӃ౳ʣʜ1
728ԁ
ଟচ ʢࣨಛཆ౳ʣʜʜʜʜʜʜʜ 915ԁ
ଟচ ʢࣨ࿝݈ɾҩྍӃ౳ʣʜʜʜ 437ԁ
ྩ࿨7೥8݄͔Βଟচ ʢࣨ࿝݈ɾҩྍӃʣ͸ɺࣨ ྉΛ௃ऩ͢Δ৔߹ʜ697ԁ

ɹ௿ॴಘͷਓͷࢪઃར༻͕ࠔ೉ͱͳΒͳ͍Α͏ʹɺਃ੥ʹΑΓ৯අͱॅډඅ౳ͷҰ
ఆֹҎ্͸อڅݥ෇͞Ε·͢ɻॴಘʹԠͨ͡ෛ୲ݶ౓ֹ·ͰΛࢧ෷͍ɺ࢒Γͷج४
අ༻ֹͱͷֹࠩ෼͸հޢอ͔ݥΒڅ෇͞Ε·͢ʢಛఆೖॴऀհޢαʔϏεඅ౳ʣɻ

※第2号被保険者の場合は、段階にかかわらず単身1,000万円、夫婦2,000万円の基準となります。

880ԁ 550ԁ 0ԁ550ԁ
ʢ380ԁʣ

430ԁ880ԁ 550ԁ 550ԁ
ʢ480ԁʣ

430ԁ1
370ԁ1
370ԁ

430ԁ1
370ԁ1
370ԁ 1
370ԁ
ʢ880ԁʣ

1
370ԁ
ʢ880ԁʣ
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利用できるサービス

利
用
で
き
る
サ
ー
ビ
ス

地域密着型特定施設
入居者生活介護

夜間対応型訪問介護

ɹಛఆࢪઃʢࢦఆΛड͚ͨ༗ྉ࿝ਓϗʔϜɺܰ
අ࿝ਓϗʔϜɺཆޢ࿝ਓϗʔϜͳͲʣͷ͏ͪɺ
ఆһ͕29ਓҎԼͷখن໛ͳհޢઐ༻ܕಛఆࢪઃ
ʹೖ͢ډΔਓ͕ɺೖཋɺഉͤͭɺ৯ࣄͳͲͷհ
࿅ɺྍ܇ೳػԉɺࢧͷ্׆΍ͦͷଞͷ೔ৗੜޢ
ཆ্ͷࢧԉΛड͚ΒΕ·͢ɻ

ɹ໷ؒͰ΋҆৺ͯ͠ࡏ୐ੜ͕׆ૹΕΔΑ͏ɺఆ
८ճ΍௨ใγεςϜʹΑΔΦϖϨʔγϣϯηظ
ϯλʔαʔϏεɺਵ࣌๚໰ʹΑΔ໷ؒઐ༻ͷ๚
໰հޢΛड͚ΒΕ·͢ɻ

地域密着型特定施設
入居者生活介護

夜間対応型訪問介護

小規模多機能型居宅介護

小規模多機能型居宅介護

ɹ௨͍Λத৺ʹɺར༻ऀͷબ୒ʹԠͯ͡๚໰΍୹ؒظͷ॓ധͷαʔϏεΛ
૊Έ߹ΘͤͨଟػೳͳαʔϏε͕ड͚ΒΕ·͢ɻ

サービス費用のめやす

36
397ԁʢ 3
640ԁʣ
73
554ԁʢ 7
356ԁʣ
110
331ԁʢ11
034ԁʣ
162
153ԁʢ16
216ԁʣ
235
887ԁʢ23
589ԁʣ
260
342ԁʢ26
035ԁʣ
287
054ԁʢ28
706ԁʣ

介護予防小規模多機能型居宅介護

要介護度

ཁࢧԉ 1
ཁࢧԉ 2
ཁհޢ 1
ཁհޢ 2
ཁհޢ 3
ཁհޢ 4
ཁհޢ 5

1か月につき

サービス費用のめやす

10
582ԁʗ ʢ݄1
059ԁʗ݄ʣ

3
980ԁʗճ��ʢ�398ԁʗճʣ

6
066ԁʗճ��ʢ�607ԁʗճʣ

内 容

定期巡回サービス費

随時訪問サービス費

サービス費用の
めやす

5
705ԁʢ571ԁʣ
6
416ԁʢ642ԁʣ
7
158ԁʢ716ԁʣ
7
837ԁʢ784ԁʣ
8
569ԁʢ857ԁʣ

要介護度

1日
につき

〈オペレーションセンターを設置している場合〉

ཁհޢ 1
ཁհޢ 2
ཁհޢ 3
ཁհޢ 4
ཁհޢ 5

地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型
居宅介護

ɹఆһ͕29ਓҎԼͷখن໛ͳհޢ࿝ਓ෱ࢪࢱઃ	ಛ
ผཆޢ࿝ਓϗʔϜ
ʹೖॴ͢Δਓ͕ɺ೔ৗੜ্׆ͷ
࿅ͳͲͷαʔϏεΛड͚ΒΕ·͢ɻ܇ೳػԉ΍ࢧ

ɹখن໛ଟػೳډܕ୐հޢͱ๚໰ޢ؃Λ૊Έ߹
ΘͤͨαʔϏεͰ͢ɻհޢͱҩྍͦΕͧΕͷ
αʔϏε͕ඞཁͳਓ͕αʔϏεΛड͚ΒΕ·͢ɻ

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護

看護小規模多機能型
居宅介護

サービス費用の
めやす

8
652ԁʢɹ866ԁʣ

9
415ԁʢɹ942ԁʣ

10
146ԁʢ1
015ԁʣ

要介護度

1日
につき

〈ユニット型個室を利用する場合〉

ཁհޢ 3

ཁհޢ 4

ཁհޢ 5

※新規入所は原則として要介護3～5の人が対象です。

サービス費用の
めやす

131
315ԁʢ13
132ԁʣ
183
728ԁʢ18
373ԁʣ
258
274ԁʢ25
828ԁʣ
292
931ԁʢ29
294ԁʣ
331
354ԁʢ33
136ԁʣ

要介護度

1か月
につき

ཁհޢ 1
ཁհޢ 2
ཁհޢ 3
ཁհޢ 4
ཁհޢ 5

要介護1～5の人

要介護1～5の人 要介護1～5の人
要介護1～5の人 要介護1～5の人

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

サービス費用のめやす
ʢ๚໰ޢ؃Λར༻͠ͳ͍৔߹ʣ

58
272ԁʢ 5
828ԁʣ
104
004ԁʢ10
401ԁʣ
172
698ԁʢ17
270ԁʣ
218
461ԁʢ21
847ԁʣ
264
204ԁʢ26
421ԁʣ

サービス費用のめやす
ʢ๚໰ޢ؃Λར༻͢Δ৔߹ʣ

85
022ԁʢ 8
503ԁʣ
132
819ԁʢ13
282ԁʣ
202
743ԁʢ20
275ԁʣ
249
930ԁʢ24
993ԁʣ
302
788ԁʢ30
279ԁʣ

要介護度

ཁհޢ 1
ཁհޢ 2
ཁհޢ 3
ཁհޢ 4
ཁհޢ 5

1か月
につき

〈一体型（訪問介護・訪問看護を同じ事業者で一体的に提供）を利用する場合〉

要介護1～5の人
要支援1・2の人

●通所、訪問、短期宿泊を組み合わせた多機能なサービス ●24時間対応の訪問介護と訪問看護のサービス

●小規模な介護専用型特定施設でのサービス ●夜間の訪問介護サービス

●小規模な介護老人福祉施設 ●複合型のサービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
ɹ๚໰հޢͱ๚໰͕ޢ؃࿈ܞΛऔͬͯɺ1೔ʹෳ਺ճͷʮ୹࣌ؒͷఆظ๚໰ʯͱɺ௨ใͳͲʹΑΔ
ňਵ࣌ͷରԠʯΛ24࣌ؒରԠͰ͏ߦαʔϏεΛड͚ΒΕ·͢ɻ

※（　　）内は1割の場合の利用者負担
※（　　）内は1割の場合の利用者負担

※（　　）内は1割の場合の利用者負担※（　　）内は1割の場合の利用者負担
※（　　）内は1割の場合の利用者負担 ※（　　）内は1割の場合の利用者負担

※2025年4月1日現在で東大阪市に該当する施設はありま
せん。

※2025年4月1日現在で東大阪市
に該当する施設はありません。

基本夜間対応型
訪問介護費
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利用できるサービス

利
用
で
き
る
サ
ー
ビ
ス

●介護予防・生活支援サービス事業

●一般介護予防事業
●東大阪市版介護予防体操「楽らくトライ体操」「元気に筋肉をきたえる体操（げんきん
体操）」のDVD配付及び市公式YouTubeでの動画配信を行っています。

●地域包括支援センターや保健センター等では、介護予防教室などの様々な取組みを行っ
ていますので、お問合せください。

通所型サービス

ɹϗʔϜϔϧύʔ͕ࣗ୐Λ๚໰͠ɺ
਎ମհޢΛؚΉ೔ৗੜ্׆ͷࢧԉ
Λ͍ߦ·͢ɻ

【自己負担額】ʢ1͔݄ͷΊ΍͢ʣ˞
ि1ճఔ౓ͷར༻ʜʜʜʜʜ 1
258ԁ
ि2ճఔ౓ͷར༻ʜʜʜʜʜ 2
513ԁ
ि2ճఔ౓Λ௒͑Δར༻ʜʜ 3
987ԁ

【対象者】ʢ͜Μͳํ͕ద͍ͯ͠·͢ʣ
⿟ઐ໳త഑ྀΛ΋ͬͯ͏ߦௐཧ͕ඞ
ཁͳํ
⿟ৗ࣌հޢͰ͖Δঢ়ଶͰݟ͏ߦकΓ
͕ඞཁͳํ

ɹར༻ऀͷཱࣗͨ͠ੜ׆Λԉॿ͢
ΔͨΊʹɺऀۀࣄʢ͢ࢪ࣮͕ࢢΔ
հޢͷݚमͷडऀߨ౳ʣ͕ࣗ୐Λ
๚໰͠ɺར༻ऀͱҰॹʹ૟আ΍ચ
୕ͳͲΛ͍ߦ·͢ɻ

【自己負担額】ʢΊ΍͢ʣ˞
1ճʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ230ԁ
ʢ݄4ճར༻ͨ͠৔߹ʜʜʜʜ920ԁʣ
ʢ݄8ճར༻ͨ͠৔߹ʜʜʜ1
840ԁʣ
【対象者】
⿟୯ͳΔݟकΓ੠͔͚͚ͩͰҰॹʹ
૟আ΍ચ୕͕Ͱ͖Δํ

ɹࢢຽϘϥϯςΟΞ౳ʹΑΔఆظత
ͳ੠͔͚΍ݟकΓɺؔݰઌͰͷͪΐͬ
ͱͨ͠ੜࢧ׆ԉʢ͝Έग़͠ͳͲʣΛ
ɻ͢·͍ߦ

【自己負担額】ʢఆ੍ֹʣ
1ճ25ԁʢ݄8ճ·Ͱʣ
【対象者】
⿟ͪΐͬͱͨ͠
Γ͝ͱͷॿࠔ
͚߹͍Ͱཱࣗ
ͨ͠ੜ͕׆ҡ
࣋ɾվળ͞Ε
Δํ

訪問型サービス

●要支援1・2の人
●介護予防・生活支援サービス事業対象者
ʢجຊνΣοΫϦετΛड͚ͯੜػ׆ೳͷ௿Լ͕ΈΒΕͨਓʣ

※40～64歳の人は、基本チェックリスト
の判定による介護予防・生活支援サー
ビス事業の利用はできないため、要介
護認定の申請をしてください。

※介護予防・生活支援サービス事業対象
者になった後でも、いつでも要介護認
定の申請をすることができます。

※一般介護予防事業のみを利用したい場合は、
基本チェックリストを受ける必要はありま
せん。

●65歳以上のすべての方が利用
　できます

一般介護予防事業を利用できるのは…

介護予防・生活支援サービス事業を利用できるのは…

介護予防サービス 生活援助サービス 助け合いサービス

ɹ௨ॴհࢪޢઃʢσΠαʔϏεη
ϯλʔʣͰɺ৯ࣄ΍ೖཋͳͲ೔ৗ
ੜ্׆ͷࢧԉ΍ӡಈثͷػೳ্޲ɺ
ӫཆվળɺػߢޱೳ্޲ͷͨΊͷ
ɻ͢·͍ߦԉΛࢧ

【自己負担額】ʢ1͔݄ͷΊ΍͢ʣ˞
ཁࢧԉ1૬౰ͷํʜʜʜʜʜ1
878ԁ
ཁࢧԉ2૬౰ͷํʜʜʜʜʜ 1
878ԁ
ʢि1ճఔ౓ͷར༻ʣ
ཁࢧԉ2૬౰ͷํʜʜʜʜʜ 3
783ԁ
ʢि2ճఔ౓Λ௒͑Δར༻ʣ

【対象者】
⿟਎ମհޢΛඞཁͱ͢Δํ
⿟ೖཋ΍৯ࣄͷఏ͕ڙඞཁͳํ

ɹ௨ॴհࢪޢઃʢσΠαʔϏεη
ϯλʔʣͳͲͰɺੜػ׆ೳ্޲ͷ
ͨΊͷ؆୯ͳӡಈΛ͍ߦ·͢ɻ
【自己負担額】ʢ1͔݄ͷΊ΍͢ʣ˞

ɹ஍Ҭͷ௨͍ͷ৔ͳͲͰɺ஍ҬͷϘ
ϥϯςΟΞ౳ͱҰॹʹੜػ׆ೳͷ޲
্ͷͨΊͷ؆୯ͳӡಈ΍ϨΫϦΤʔ
γϣϯΛड͚Δ͜ͱ͕Ͱ͖·͢ɻ

【自己負担額】ʢఆ੍ֹʣ
1ճ100ԁʢ݄8ճ·Ͱʣ

【対象者】
⿟஍ҬͷํͱͷަྲྀΛ௨ͯ͠ɺཱࣗ
ͨ͠ੜ׆Λҡ࣋͠ɺվળ͕ࠐݟ·
ΕΔํ

介護予防サービス 短時間サービス つどいサービス

※自己負担額（めやす）は1割負担の場合です。なお、事業所の体制などによって費用が加算される場合があります。

ཁࢧԉ1૬౰ͷํʜૹܴ͋Γ1
502ԁ
ཁࢧԉ1૬౰ͷํʜૹܴͳ͠1
109ԁ
ཁࢧԉ2૬౰ͷํʜૹܴ͋Γ1
502ԁ
ʢि1ճఔ౓ͷར༻ʣ
ཁࢧԉ2૬౰ͷํʜૹܴͳ͠1
109ԁ
ʢि1ճఔ౓ͷར༻ʣ
ཁࢧԉ2૬౰ͷํʜૹܴ͋Γ3
027ԁ
ʢि2ճఔ౓Λ௒͑Δར༻ʣ
ཁࢧԉ2૬౰ͷํʜૹܴͳ͠2
241ԁ
ʢि2ճఔ౓Λ௒͑Δར༻ʣ

【対象者】
⿟αʔϏεͱͯ͠͸ӡಈΛத৺ͱͯ͠ɺ
ೖཋ΍৯ࣄͷఏ͕ڙඞཁͳ͍ํ

　介護が必要とならないようにするためには、早いうちから介護予防に取り組むこ
とが大切です。介護予防・日常生活支援総合事業は、65歳以上のすべての人を対象
とした、東大阪市が行う介護予防のサービスです。利用者の心身の状態などに合わ
せて「介護予防・生活支援サービス事業」と「一般介護予防事業」に分かれています。

介護予防・
日常生活支援総合事業

利用できる人

利用できるサービス
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利用できるサービス 地域包括ケアシステム

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

住み慣れた地域で安心して
暮らし続けられるように

ɹॅΈ׳Εͨ஍ҬͰੜ͢׆ΔͨΊʹɺ
ࣗ෼Ͱ͞·͟·ͳαʔϏεΛར༻͠ɺ
໰୊ΛࣗྗͰղܾ͢Δ͜ͱͰ͢ɻ

自
助

ɹհޢอݥ΍ҩྍอݥͳͲͷࣾձอݥ
ʹΑΔαʔϏεͷ͜ͱͰ͢ɻ

共
助

ɹ஍Ҭॅຽ΍ϘϥϯςΟΞɺՈ଒΍஌
Γ߹͍ͳͲ͕ɺࣗൃతʹ͓͕͍ޓॿ͚
߹͏͜ͱͰ͢ɻ

互
助

ɹ੫ۚΛ΋ͱʹͨ͠ੜ׆อޢ΍ݖར༴
αʔࢱձ෱ࣾ͏ߦொଜ͕۠ࢢͳͲɺޢ
Ϗεͷ͜ͱͰ͢ɻ

公
助

ɹ஍ҬแׅέΞγεςϜͰ͸ɺ۠ࢢொଜͳͲ͔ΒͷެతͳαʔϏε΍
ॿʯͱʮެॿʯ͚ͩͰ͸ͳ͘ɺࣗྗͰ໰୊Λղܾ͢Δʮࣗॿʯڞԉͷʮࢧ
΍ॅຽ͕͍ޓʹॿ͚߹͏ʮޓॿʯʹΑΔ͕͑ࢧͱͯ΋େ੾Ͱ͢ɻ4 つの「助」

ɹ๚໰հޢ΍௨ॴհޢɺ୹
΄ͳͲͷޢհ׆ೖॴੜظ
͔ɺ஍ҬີணܕαʔϏεͷ
੔උΛڧԽ͠·͢ɻ

ɹ৺਎΍ࡁܦతͳཧ༝ɺՈ
଒ؔ܎ͷมԽͳͲʹରԠ͠
ͯɺੜࢧ׆ԉαʔϏεΛఏ
ɻ͢·͠ڙ

ɹհޢ༧๷ࣨڭ΍࿝ਓΫϥ
ϒɺ஍ҬͷϘϥϯςΟΞ׆
ಈͳͲΛ௨ͯ͡ɺհޢ༧๷
Λਪਐ͠·͢ɻ

ɹ஍Ҭͷ͔͔Γ͚ͭҩΛத৺ͱͨ͠24
࣌ؒମ੍ͷࡏ୐ҩྍɺ๚໰ޢ؃ͳͲͷ؀
΋ܞ෼໺ͱͷ࿈ࢱ΍෱ޢΛ੔උ͠ɺհڥ
ॆ࣮͍͖ͤͯ͞·͢ɻ

介  護

生活支援

住まい 医  療

介護予防

地域包括ケア
システムの

調整
相談 支援

　地域包括ケアシステムは、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けて
いくことができるように、住まい・医療・介護・予防・生活支援を一体的に提供す
るしくみです。必要なサービスを切れ目なく提供し、地域に住む高齢者の生活を支
えます。おおむね30分以内にサービスが提供できる日常生活圏を想定しています。

ɹࣗ୐ͷόϦΞϑϦʔԽ΍αʔ
Ϗε෇͖ॅ͚޲ऀྸߴ୐ͳͲɺ
χʔζʹ߹Θͤͯੜ׆ͷج൫Λ
੔උ͠·͢ɻ

地域包括ケアシステムに必要な

ɹ۠ࢢொଜͱ͠ྗڠͳ͕Βɺ஍Ҭͷ๊͕͑ऀྸߴΔ͞·͟·ͳ໰୊ͳͲΛ͚ͯͭݟ੔ཧ͠ɺҩྍؔػɺαʔ
Ϗεऀۀࣄɺ஍Ҭॅຽ΍࣏ࣗձͳͲͱ࿈ࢧͯ͠ܞԉ͢Δ஍ҬแׅέΞγεςϜͷௐ੔໾Ͱ͢ɻ

地域包括支援センター

●判断能力が不十分な人の権利を守るために

｢成年後見制度｣と
｢日常生活自立支援事業｣

ご存じ

ですか
？

 「成年後見制度」は判断能力の不十分な人が要介護認定の申請、ケアプランの作成依頼、
契約の締結などの法律行為を行う必要があるときにその人の立場に立って権利と財産を
守り、支援をする制度です。各人の判断能力の差や必要性に応じて後見人等が選任され
対応します。また、判断能力が衰えたときに、どのような支援を受けるかをあらかじめ
決めておける「任意後見制度」もあります。

　※地域包括支援センターでも手続きの相談に応じます。
　※手続きの窓口は家庭裁判所になります。
　※申し立てる人がいないときは市長が申し立てることができます。

 「日常生活自立支援事業」は介護・福祉サービスの選択・契約手続きや利用料の支払い
の手伝い、日常生活に必要な金銭管理などをお手伝いする社会福祉制度です。この事業
では住みなれた地域で安心して暮らしつづけていくために、利用者の立場に立った相談
援助活動や代行・代理をしています。

　※日常生活自立支援事業の相談窓口：東大阪市社会福祉協議会日常生活自立支援センター
TEL：06-4309-7572

●介護予防ケアプランを作りたい
●要介護認定の申請を頼みたい
●身体の機能に不安がある
●今の健康を維持したい

介護や
健康のこと
介護や

健康のこと

さまざまな
相談ごと
さまざまな
相談ごと

●近所の一人暮らしの
　高齢者が心配

自立して
生活できるよう
支援します

自立して
生活できるよう
支援します

権利を
守ること
権利を
守ること

●悪質な訪問販売の被害にあった
●財産管理に自信がなくなった
　ときは？
●虐待にあっている人がいる
　●虐待をしてしまう

一人で抱えこんでいませんか？

悩み 疑問 相談ごと

など

など

など

など

保健師等

主任ケアマネジャー

社会福祉士

地域包括支援センター地域包括支援センター

地域包括支援センターでは、主任ケアマネジャー、社会
福祉士、保健師などが中心となって、高齢者の支援を行
います。3人はそれぞれ専門分野を持っていますが、専門
分野の仕事だけ行うのではなく、互いに連携をとりなが
ら「チーム」として総合的に高齢者を支えます。

●要支援1・2と認定された
人や、介護予防・生活支援
サービス事業対象者が住み
慣れた地域で自立して生活
できるよう支援します。
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介護予防に取り組みましょう

介
護
予
防
に
取
り
組
み
ま
し
ょ
う

①1日1回は外出することが大切
外出の機会を増やそう

高齢期に陥りやすい悪循環

健康長寿のための
健康づくりのポイント
健康長寿のための
健康づくりのポイント

筋力・体力
判断力
認知機能
の低下

食欲
栄養状態
社会活動

の低下

外出の機会
身体活動量 の低下 衰弱の

悪循環の例

ɹྸߴʹͳΔʹͭΕɺ֎ʹग़͔͚Δػ
ձ͕ͨͬݮΓɺਓͱ઀͢Δػձ͕ݮΓ
͕ͪͰ͢ɻ·ͨҰํͰɺ৯ཉ͕ਰ͑ͨ
Γɺྗےɾମྗ͕௿Լͨ͠Γ͕ͪ͠Ͱ
͢ɻͦͷΑ͏ͳෆൃ׆ͳੜ͕׆ਤͷΑ
͏ʹ৺਎ͷػೳɺͳ͔Ͱ΋೔ৗੜ׆Λ
ૹΔͨΊͷେ੾ͳػೳʢੜػ׆ೳʣͷ
ਰ͑ͷѱ॥؀Λট͓ͦ͘Ε͕͋Γ·͢ɻ
ɹظྸߴͷ݈ͮ͘߁Γ͸ɺ͜ͷѱ॥؀
ͷ༧๷ɾվળ͕ॏཁʹͳΓ·͢ɻ

健康づくりのための「3つの柱」
ɹظྸߴͷ݈ͮ߁ Γ͘3ͭͷப͸ɺʮӡಈʢମྗʣʯʮ৯ੜ׆ʢӫཆʣʯʮࣾձࢀՃʢ֎ग़ʣʯͰ ɻ͢
ͱ͘ʹେ੾ͳͷ͕ɺʮࣾձࢀՃʯͰ͢ɻ֎ʹग़ͯੵۃతʹ׆ಈ͢Δ͜ͱͰɺ৺਎ͷػೳΛߴΊ
Δػձ͕ࣗવͱ૿͑·͢ɻߢޱέΞɺೝ஌঱༧๷ͳͲ΋͋Θ࣮ͤͯફ͠ɺ͍ ͭ·Ͱ΋ؾݩͳ
ຖ೔ΛૹΓ·͠ΐ͏ɻ

͜͏͘͏

※東大阪市では健康づくり(介護予防)のための様々な取り組みを行っています。詳しくはP26をご覧ください。

低栄養を防ぐためのポイント

ɹظྸߴʹ͸ɺͨ Μͺ࣭͘΍ΤωϧΪʔྔ͕ෆ଍͕͠
ͪͰ͕͢ɺͦ Ε͕ے೑ྔͷݮগɺ৺਎ػೳͷਰ͑ʹͭͳ
͕Γ·͢ɻ
ɹ͝͸ΜɺύϯɺΊΜྨͳͲͷओ৯ͱɺ೑ɺڕɺେ౾৯඼ɺ
ཛͳͲͷͨΜͺ࣭͘Λଟؚ͘ΉओࡊΛ͔ͬ͠ΓͱΔ͜ͱ
Ͱɺے೑΍಺ଁͷػೳΛҡ࣋͢Δ͜ͱ͕Ͱ͖·͢ɻ

主食と主菜をしっかりとる

ɹࣗવͱόϥϯεΑ͘ӫཆ͕ͱ
ΕΔͷͰɺͰ͖Ε͹1೔2৯͸ʮҰ
ोࡊࡾʯʹ ͳΔΑ͏ʹ޻෉͠·
ΐ͠͏ ɻ

主食・主菜・副菜のそろった食事を

食欲がないときは食べたい
ものだけでも食べる

エネルギー源
͝͸ΜɺύϯɺΊΜྨͳͲ

たんぱく源
೑ɺڕɺେ౾৯඼ɺཛͳͲ

主　食 主　菜

ɹͰ͖Δ͚͓͔ͩͣΛ
த৺ʹ৯΂Δ͜ͱͰӫ
ཆΛͱΓ· ΐ͠͏ ɻ

ɹظྸߴͷਰऑΛট͘ݪҼͷ1ͭʹʮด͜͡΋Γʯ͕͋Γ·͢ɻ֎ग़
ͷػձ͕ݮΔͱɺ৺਎ͷػೳ͕௿Լͯ͠ੜػ׆ೳͷਰ͑ͷѱ॥؀ʹؕ
Γ΍͘͢ͳΓ·͢ɻ
ɹʮ֎ग़͢Δ͜ͱʯͰ೔ৗੜ׆Ͱͷ׆ಈ͕ࣗવͱߴ·Γɺੜػ׆ೳͷ
ҡ࣋ʹͭͳ͕Γ·͢ͷͰɺ1೔ʹ1ճ͸֎ग़Λ͢ΔΑ͏ʹ͠·͠ΐ͏ɻ

ɹ໨త͸ԿͰ΋͔·͍·ͤΜɻʮ֎ग़ʯͯ͠ɺา͍ͨΓɺ୭͔ͱ࿩ͨ͠Γ͢Δ͜ͱ͕ɺ৺਎ػೳ
ͷ্޲ʹͭͳ͕Γ·͢ɻ

ɹ஍Ҭʹ͸ɺ༷ʑͳझຯͷू·Γ΍ϘϥϯςΟΞ׆ಈ͕͋Γ·͢ɻڵຯͷ͋Δ׆ಈ͕͔ͭݟΔ
͔΋͠Ε·ͤΜɻ͓ॅ·͍ͷ஍Ҭ୲౰ͷ஍Ҭแׅࢧԉηϯλʔʢ132ʣʹ ͓໰͍߹Θ͍ͤͩ͘͞ɻ

②買い物、通院、散歩も「社会参加」

③「地域活動」にも参加してみませんか

社会参加

●毎日の食事を大切にして「低栄養」を予防
しっかりと栄養をとろう

ɹ৯ཉ͕མͪ΍͘͢ɺͪΐͬͱͨ͜͠ͱͰମௐΛ่͠΍͍ͦ͢͜ظྸߴɺӫཆΛ͔ͬ͠ΓͱΔ
͜ͱ͕େ੾Ͱ͢ɻ௿ӫཆঢ়ଶͷ༧๷ͷͨΊʹɺʮͨΜͺ࣭͘ʯͱʮΤωϧΪʔʯʹͳΔ৯඼Λ
ҙࣝͯ͠ͱΓ·͠ΐ͏ɻ

食生活

●筋力維持のためによく動きましょう
筋力を維持・向上しよう

ɹظྸߴͰ͸ɺྗےΛҡ࣋͠ɺΑ͘ಈ͔͘ΒͩΛकΔͨΊʹɺ΢ΦʔΩϯάͳͲʹՃ͑ɺےτ
ϨʢྗےτϨʔχϯάʣ΋ॏཁͰ͢ɻࣗ෼ʹ͋ͬͨϖʔεͰɺ΄Μͷগ͠ͷ࣌ؒͰ΋͍͍ͷͰɺ
ӡಈΛश׳ʹ͠·͠ΐ͏ɻ

運動

社会参加

食生活

運動
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高
齢
者
の
相
談
窓
口
な
ど

高齢者の相談窓口など

介護（介護予防）サービスに関する
苦情のお問い合わせ先

●施設サービス・グループホーム・地域密着型特別養護老人ホームについて
ಛఆࢪઃೖऀډੜ׆հޢɾಛผཆޢ࿝ਓϗʔϜซઃ౳ͷ୹ظೖॴʹ͍ͭͯ
法人・高齢者施設課　TEL 06-4309-3315　FAX 06-4309-3848
●居宅サービス（上記以外）・地域密着型サービス（上記以外）について
介護事業者課　TEL 06-4309-3317　FAX 06-4309-3848

市の窓口

●介護保険上の指定サービスの内容に関する苦情相談および苦情申立について
ï˞େࡕ෎ʹ͋Δۀࣄॴʹ͍ͭͯͷΈରԠʣ
大阪府国民健康保険団体連合会　TEL 06-6949-5418

公的団体の窓口

●福祉サービスに関する苦情について
大阪府社会福祉協議会運営適正化委員会ï෱ࢱαʔϏεۤ৘ղܾҕһձð
TEL 06-6191-3130　FAX 06-6191-5660

その他の窓口

その他のサービス等
●街かどデイハウス
ɹհޢอݥαʔϏεΛར༻͍ͯ͠ͳ͍ऀྸߴʹɺ
஍Ҭͷ਎ۙͳࢪઃΛ׆༻ͯ͠ɺॅຽࢀՃʹΑΔ
೔ؼΓԉॿαʔϏεΛఏ͠ڙ·͢ɻ

●緊急通報装置レンタル事業
ɹҰਓ฻Β͠ऀྸߴͳͲ͕ٸපͳͲͷ࣌ٸۓʹϘ
λϯΛԡ͢ͱ૬ஊηϯλʔʹ͕ܨΔٸۓ௨ใ૷ஔ
Λି༩͠·͢ɻʢݻఆి࿩͕͋Δ͜ͱͱྗڠһ͕
͚ۦʹ೉ͳ৔߹͸15෼Ҏ಺ࠔଇ2໊ඞཁͰ͢ɻݪ
෇͚ΒΕΔऀ1໊ͷΈͰ΋͔·͍·ͤΜɻʣ

●福祉電話の貸与
ɹҰਓ฻Β͠ͷऀྸߴͳͲͰి࿩͕ͳ͍ํʹɺ
࿩Λିిࢱͷ࿈བྷ΍҆൱֬ೝͷͨΊʹ෱࣌ٸۓ
༩͠·͢ɻʢ௨࿩ྉ͸ར༻ऀෛ୲Ͱ͢ʣ

●家族介護慰労金支給事業
ɹ௿ॴಘੈଳͰ͋ͬͯɺॏ౓ͷհޢΛཁ͢Δߴ
ྸऀΛհޢอݥαʔϏεΛར༻ͤͣʹՈఉͰհ
ΔՈ଒ʹର͠ɺҚ࿑ۚʢ೥ؒ10ສԁʣ͍ͯ͠ޢ
Λ͠څࢧ·͢ɻ

●特別障害者手当の支給
ɹ਎ମຢ͸ਫ਼ਆʹஶ͘͠ॏ౓ͰӬଓ͢Δো֐ʢ஌
తোؚ֐Ήʣ͕ ͋ΔͨΊɺ೔ৗੜ׆ʹ͓͍ͯৗ࣌
ಛผͷհޢΛཁ͢Δࡏ୐ͷ20ࡀҎ্ͷํͰҰఆ
ͷཁ݅Λຬͨ͢ํ͕डڅͰ͖·͢ɻ���

●介護用品（紙おむつ）支給事業
ɹཁհޢ౓4ɾ5ٴͼཁհޢ౓3Ͱೝఆௐࠪථ͔
Β͓ࢴΉ͕ͭඞཁͱೝΊΒΕΔऀྸߴΛࡏ୐Ͱ
հ͞ޢΕ͍ͯΔํͰҰఆͷཁ݅Λຬͨͨ͠ํʹɺ
ɻ͢·͠څࢧΉͭΛ͓ࢴ

●訪問理美容サービス事業
ɹཁհޢ౓3ʙ5ͷऀྸߴͰཧඒ༰ళʹ͘͜ߦͱ
๚໰ͯ͠ཧඒ༰αʔϏ͕ࢣ೉ͳํʹཧඒ༰ࠔ͕
εΛఏ͠ڙ·͢ɻʢཧඒ༰୅͸ར༻ऀෛ୲Ͱ͢ʣ

●日常生活用具の給付
ɹҰਓ฻Β͠ͷऀྸߴͳͲʹి࣓ௐཧثΛڅ෇
͠·͢ɻʢॴಘʹԠͯ͡ɺࣗݾෛ୲͕ൃੜ͢Δ৔
߹͕͋Γ·͢ʣ

●障害者控除対象者認定書交付
ɹཁհޢೝఆΛड͚͍ͯΔ·ͨ͸৸͖ͨΓͷߴ
ྸऀ͸ॴಘ੫΍ॅຽ੫ͷ֬ఆਃࠂͷࡍʹোऀ֐
खாΛ͍࣋ͬͯͳͯ͘΋ʮোऀ֐ʹ४ͣΔ΋
ͷʯͱͯ͠ೝΊΒΕͨ৔߹ʹɺຊਓ·ͨ͸ͦͷ
ැཆऀ͕ো߇ऀ֐আ·ͨ͸ಛผো߇ऀ֐আΛड
͚ΒΕΔ͜ͱ͕͋Γ·͢ɻ
◆֤αʔϏεʹ͸ɺର৅ऀͷཁ݅΍ར༻ྉ͕ඞཁͳ
΋ͷ͕͋Γ·͢ɻৄ͘͠͸ɺ֤෱ࣄࢱ຿ॴྸߴɾ
ো֐෱܎ࢱʹ͓໰͍߹Θ͍ͤͩ͘͞ɻ

地域包括支援センター
施　設　名 所　在　地 電話番号

FAX番号
日常生活圏域
（中学校区） 小学校区

※くすは縄手南校と池島学園は義務教育学校です。

孔舎衙

石切

枚岡

縄手北

縄手

 

 

盾津東

若江

意岐部

楠根 

新喜多

花園

英田

玉川

盾津

小阪

布施

上小阪

地域包括支援センター
ビオスの丘
地域包括支援センター
布市福寿苑
地域包括支援センター
千寿園
地域包括支援センター
福寿苑
地域包括支援センター
四条
地域包括支援センター
なるかわ苑

〒579-8014
東大阪市中石切町3-5-12-101
〒579-8024
東大阪市南荘町13-38
〒579-8041
東大阪市喜里川町2-18
〒579-8051
東大阪市瓢箪山町6-17-101
〒579-8062 
東大阪市上六万寺町13-40

地域包括支援センター
池島
地域包括支援センター
みのわの里
地域包括支援センター
春光園
地域包括支援センター
アーバンケア島之内
基幹型地域包括支援センター
東大阪市社会福祉協議会角田
地域包括支援センター
向日葵
地域包括支援センター
アンパス東大阪

〒579-8064 
東大阪市池島町3-3-45

072-987-8012
072-987-8014
072-983-7725
072-983-7701
072-985-8884
072-985-8885
072-940-7568
072-940-7578
072-986-3682
072-988-0134
072-929-8267
072-929-8278

〒578-0915
東大阪市古箕輪1-3-28
〒578-0954 
東大阪市横枕8-34
〒578-0982
東大阪市吉田本町1-10-13
〒578-0912
東大阪市角田2-3-8

072-964-1011
072-964-3060
072-960-8666
072-961-2050
072-960-6072
072-960-6080
072-963-6663
072-963-2020

〒578-0932
東大阪市玉串町東1-10-20
〒578-0943
東大阪市若江南町3-7-7

地域包括支援センター
サンホーム
地域包括支援センター
アーバンケア稲田
地域包括支援センター
アーバンケア新喜多

地域包括支援センター
レーベンズポルト

地域包括支援センター
ヴェルディ八戸ノ里

地域包括支援センター
たちばなの里

地域包括支援センター
イースタンビラ

地域包括支援センター
上小阪

〒579-8003
東大阪市日下町4-1-42

孔舎衙
孔舎衙東

072-986-0211
072-980-7759

地域包括支援センター
くつろぎ

〒577-0034
東大阪市御厨南3-1-18
〒577-0004
東大阪市稲田新町1-10-1
〒577-0046 
東大阪市西堤本通西1-2-18

〒577-0054
東大阪市高井田元町1-19-24

072-966-2018
072-966-5015
06-4307-0165
06-4307-0444
06-7670-3700
06-6787-3885
06-6748-8009
06-6748-8010
06-6784-0001
06-6784-7771

06-6782-1313
06-6782-1314

〒577-0803 
東大阪市下小阪4-7-36

〒577-0846 
東大阪市岸田堂北町6-1

〒577-0834 
東大阪市柏田本町7-8

〒577-0813
東大阪市新上小阪11-2

〒577-0817
東大阪市近江堂2-10-41

06-6727-0213
06-7638-1024
06-6224-5112
06-6724-8232

06-6728-3099
06-6728-3092

06-6726-3040
06-6730-7168

06-6730-7715
06-6730-7716

石切
石切東
枚岡東
枚岡西
縄手北
縄手東
縄手
上四条

北宮
加納
成和
弥栄
鴻池東
英田北
英田南
玉川
岩田西
花園
玉串
花園北
玉美
若江
意岐部
意岐部東
楠根
楠根東
西堤
藤戸
森河内
高井田西
長堂
高井田東

荒川
布施

小阪
八戸の里
八戸の里東

長瀬西
柏田
長瀬南
大蓮
桜橋
上小阪
長瀬北
長瀬東
弥刀
弥刀東

高井田

長栄

柏田

長瀬

金岡

弥刀

※くすは縄手南校
（旧 縄手南中・小）

※池島学園
（旧 池島中・小）

お住まいの地域によって担当する地域包括支援センターが決められています。詳しくは地域包括ケア推進課までお問い合わ
せいただくか地域包括ケア推進課ウェブサイトをご覧ください。
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　 東 大 阪 市

②東福祉事務所・高齢・障害福祉係

外
環
状
線

商
店
街

枚岡郵便局 東体育館

東福祉事務所
（2階）

近鉄奈良線

❷

瓢箪山駅
至奈良

①高齢介護室

①

②

③

④

④西福祉事務所・高齢・障害福祉係
③中福祉事務所・高齢・障害福祉係

八
尾
枚
方
線

西保健
センター

日本政策
金融公庫

消費生活センター

中福祉事務所
（希来里2階）

若江岩田駅
近鉄奈良線

至奈良

❹

河内永和駅

介護保険をかたる
悪質な行為・
還付金詐欺等に
ご注意

　常日ごろ見かけない訪問者には、その
場で金銭の支払いや書類への署名・押印
をせず、相手の氏名や連絡先を聞いて、
介護保険サービス事業者かどうかを、高
齢介護室で確認してください。
　また、還付金があると言ってATMの
操作を誘導する、キャッシュカードの暗
証番号を聞き出す等、不審な電話があっ
た場合は、一人で悩まず、まず家族や最
寄りの警察に相談してください。

お問い合わせ場所のご案内

東大阪市　福祉部　高齢介護室
〒577-8521　東大阪市荒本北一丁目1番1号
E-mail  koreikaigo@city.higashiosaka.lg.jp

お問い合わせ先

至奈良

近鉄奈良線

高 齢 介 護 課

地域包括ケア推進課

介 護 保 険 料 課

給 付 管 理 課

介 護 認 定 課

FAX　06-4309-3814
  ☎   06-4309-3185

  ☎   06-4309-3013

  ☎   06-4309-3188

  ☎   06-4309-3186

  ☎   06-4309-3190

中
央
環
状
線

国道308号

東大阪市役所本庁舎（9階）

阪神高速東大阪線阪神高速東大阪線

近鉄バス
東大阪市役所前
（小阪駅行）

大阪バス
東大阪市役所前 近鉄バス

東大阪市役所前
（鴻池新田駅行）

近鉄バス
東大阪市役所前
（鴻池新田駅行）

❸

❶
荒本駅

至生駒近鉄けいはんな線

  ☎   072-988-6617
FAX　072-988-6671東福祉事務所

  ☎   072-960-9275
FAX　072-964-7110中福祉事務所

  ☎   06-6784-7981
FAX　06-6784-7677西福祉事務所

高齢介護室

(高齢者福祉施策、老人福祉施設などの整備や助成など）

(地域包括ケアシステム推進にかかる企画調整、高齢者虐待、認知症施策に関することなど）

(介護保険料に関することなど）

(介護保険の給付および介護保険サービスの利用に関することなど）

(介護認定に関することなど）

西福祉
事務所
（2階）

大阪法務局
東大阪支部

き ら り


